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指定基準の部
（人員、設備及び運営に関する事項）

（このテキストは、平成22年６月時点における基準をもとに作成しています）

平成22年度以降版

岩手県保健福祉部障がい保健福祉課
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１　事業者指定の単位について
(1)　定員規模について

　・指定障害福祉サービス事業所（通所サービス）の定員は、社会福祉法に基づき20名以上とされています。なお、就労継続支援Ａ型事業所及び児童デイサービス事業所は10名以上、障害者支援施設（施設入所支援）は30名以上です。

・ただし、「厚生労働大臣が定める離島その他の地域」（平18厚労告第540号）等に基づき、中山間地域における障害福祉サービスの提供の必要性から、振興山村地域に主たる事業所を構える指定障害福祉サービス事業所等にあっては10名以上とすることができます。

(2)　従たる事業所の取扱い

　　　・指定障害福祉サービス事業者の指定は、原則として障害福祉サービスの提供を行う事業所毎となります。

　　　・一の事業を複数の場所（事業所）で実施しているが、下表の要件を満たし、事業の管理運営やサービス提供に関する指導・監督などが一体的に行われていると見なせるものについては、一の事業所として指定します。

【利用定員（規模）に関する特例】

・　主たる事務所、従たる事務所の合計で、20人以上であること

・　主たる事務所、従たる事務所それぞれについて、事業ごとに定める利用定員以上であること（生活介護・自立訓練・就労移行支援　６人、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）　10人）
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【施設入所支援利用予定者】

区分

対象者数

１月延べ利用数

区分６

2

60

区分５

8

224

区分４

14

398

区分３（50歳以上)g

8

211

区分３（50歳未満)g

3

88

区分２

5

139

合計

40

1,120

【通所予定者】

区分４

4

81

区分３

4

74

区分２(50歳以上)

2

41

合計

10

196
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�@　生活介護

【施設入所支援利用予定者】

区分

対象者数

１月延べ利用数

区分５

2

78

区分４

2

74

区分３（50歳以上)g

3

85

区分３（50歳未満)g

2

69

区分２

6

161

合計

15

467

【通所予定者】

区分４

1

20

区分３

3

58

区分２(50歳以上)

1

18

合計

5

96


[image: image14.wmf]�A　生活訓練

【施設入所支援利用予定者】

対象者数

１月延べ利用数

8

214

【通所予定者】

対象者数

１月延べ利用数

7

149

�B　就労継続支援B型�

【施設入所支援利用予定者】

対象者数

１月延べ利用数

22

617

【通所予定者】

対象者数

１月延べ利用数

13

254


[image: image15.wmf]【多機能型事業所の職員勤務配置】
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[image: image17.emf]【日中活動サービスがある日】
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　　　　また、主たる事業所が多機能型事業所の場合は、原則として従たる事業所は主たる事業所が指定を受けた事業のうち、その１つの指定に付随するものとなります。
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[image: image22.wmf][image: image23.emf]【障害者支援施設の職員勤務配置】
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　※１　特定旧法指定施設の分場については、原則として当該特定旧法指定施設の転換の際に、併せて当該特定旧法指定施設の従たる事業所として取り扱います。ただし、本体施設と分場が指定障害福祉サービス事業所としての定員規模や人員等に関する基準を満たす場合には、分場のみが指定障害福祉サービス事業所に移行することは差し支えありません。
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Ａ：８：00～17：00（日勤：８時間）、早：6:00～15：00（日勤早番：８時間）、遅：13：00～22：00（日勤遅番：８時間）、Ｙ：夜勤（Ａ勤務＋夜勤

（８時間））、明：夜勤明け。非常勤職員Ｍは６時間勤務（10：00～16：00）とし、夜勤明け職員の代替のため及び人手が必要となる各サービス別の定例

行事開催時に支援する。

40

生活支援員

常勤 Ｑ

日中活動サービスに常駐する生活支援員の数

就労継続

支援Ｂ型

生活支援員

40 1.0

Ｎ

682

常勤

4.3



694

1.0 40

１ヶ月

の労働

時間計

168

168

168

168

168

168

168

168



168

168

168

168



非常勤 Ｍ

自立訓練

168

168

168



168



生活支援員

54 13.5 0.3

生活支援員

非常勤 Ｍ 42 10.5 0.2

生活支援員

6 0.1 24

　　　　≪イメージ：知的障害者入所授産施設≫


　　　　　



　　※２　従たる事業所ではないものの、生産活動等による製品の販売、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所を設置する場合には、上記（2）事業運営の要件を満たせば、１つの事業所として一体的に指定できます（出張所における具体的な人員配置基準は規定されていないが、利用者への支援に支障がないものとすること）。

　　　　


(3)　多機能型事業所の取扱い（複数の事業を一体的に行うもの）

・複数の事業を一体的に組み合わせて行う場合、多機能型としての指定が可能となる。

なお、多機能型であっても事業者の指定は、事業の種類ごとに行うこととなるため、事業の追加については、事業の変更ではなく、当該事業の追加指定という扱いとなります。

　　　　（例：生活介護と就労継続支援Ｂ型を行う多機能型事業所が新たに就労移行支援事業を行いたい場合は、改めて就労移行支援事業の指定を受ける必要があります）

【特　例】

①　利用定員（規模）に関する指定要件（特例措置）

・　多機能型の事業所全体の合計で、20人以上が必要です。
・　事業それぞれについて、事業ごとに定める最小利用人数以上が必要です（生活介護・自立訓練・就労移行支援６人、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）10人、児童デイサービス５人）。
②　サービス提供職員に関する指定要件（特例措置）
多機能型として実施する事業の利用者の数の合計が20人未満である場合（中山間地域の場合）に限り、実施する事業の種類ごとに、利用者の数に応じて配置すべき従業者に係る常勤の規定は課さず、多機能型としての事業所に従事する従業者のうち一人以上を常勤とすることで、その他の従業者については兼務が可能。

③　サービス管理責任者に関する指定要件(特例措置)

多機能型としての事業所全体で、実施する事業の利用者の数の合計に応じて配置。

④　設備に関する指定要件(特例措置)

サービス提供に支障のない範囲内において兼用することを可能とする。

(4)　同一敷地内で複数の事業を実施する場合の取扱い

・同一法人による同一敷地内での実施事業は、一の事業所（複数の事業を行う場合は多機能型）として指定する。ただし、特定旧法指定施設が移行する場合は、以下の例外的な取扱いが可能です。

【例外措置】

同一敷地内における複数の特定旧法指定施設については、以下の要件を満たした場合は、複数の独立した事業所として指定することが可能。

①－ア　特定旧法指定施設の種別が異なる場合、同一種別又は異なる種別の複数の障害福祉サービス事業所へ転換する場合であること。

①－イ　特定旧法指定施設の種別が同一の場合、複数の異なる種別の複数の障害福祉サービス事業所へ転換する場合であること。

②　事業所ごとに利用者へのサービス提供に直接的に必要な設備を備え、かつ、それぞれの事業所のサービスが区分して提供されていること。

③　事業所ごとに必要な従業者が確保されていること。

(5)　サービス提供単位（療養介護、生活介護、施設入所支援）

・サービス提供職員の配置基準は、原則として事業所ごとに設定しますが、障害の程度に応じて、専門性の高い支援を行えるよう一定の要件を満たす場合は、同一事業所内において、複数の「サービス提供単位」を設けることが可能です。




２　人員、設備及び運営に関する基準の用語の定義について
「常勤換算方法」

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数(１週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。以下同じ。)で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であること。
　　　　≪計算例≫

　　　　就労継続支援Ｂ型事業所では、生活支援員がＡさん（８時間勤務）、Ｂさん（６時間勤務）及びＣさん（６時間勤務）がおり、職業指導員はＤさん（８時間勤務）とＥさん（６時間勤務）がいる。開所日は月曜日から金曜日であり、常勤職員は就業規則により１日８時間の１週間40時間勤務です。

　　　　上記従業者が１週間勤務した場合における常勤換算数を求めます。

　　　　・生活支援員Ａ及び職業指導員Ｄの１週間の勤務時間数　８時間×５日×２名＝80時間…①

　　　　・生活支援員Ｂ、Ｃ及び職業指導員Ｅの１週間の勤務時間数　６時間×５日×３名＝90時間…②

　　　　　事業所の従業者の勤務時間数は、①＋②＝170時間

　　　　　常勤の従業者が勤務すべき時間数は、40時間　　

　　　　　よって、170時間÷40時間＝4.25（常勤換算の計算では、小数点第２位以下を切り捨てる）

　　常勤換算上は、4.2人となります。

	【小数点の取り扱いについて】

①　常勤換算をする場合　　　必要な員数について、確保すること。

ア　基準人数算出　　利用者数を除した数の小数点第２位以下を切り捨てる。

イ　従業者常勤換算　　従業者の勤務延時間数を、当該法人の常勤の従業者が従事すべき時間数（週３２時間を下回る場合は３２時間とする。）で除した数を小数点第２位以下について切り捨てる。

＜計算例＞　○基準人数算出　当該法人の常勤従事者の週あたり勤務時間が４０時間、利用者数２０人の事業所で、基準上利用者数を６で除した数以上の員数を必要とする場合

基準人数算出　　　２０人（利用者数）÷６＝３．３３３・・・→３．３人（基準人数）

必要勤務時間数　　４０時間／週×３．３人（基準人数）＝１３２時間/週（必要勤務時間数）

○　従業者常勤換算　当該事業所の予定勤務体制が、勤務時間延べ１３５時間／週（週４０時間勤務従業者　２名、週３０時間勤務従業者　１名、週２５時間勤務　１名）の場合

従業者常勤換算　　１３５時間/４０時間＝３．３７５・・・・→３．３人（常勤換算）

　ゆえにこの場合、人員基準を満たしていることとなる。

②　常勤換算をしない場合　　　基準上必要な員数について、端数は切り上げ、確保すること。



「勤務延時間数」

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間(待機時間を含む。)として明確に位置付けられている時間の合計数。なお、従業者１人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とすること。


「常勤」

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していること（事務所の雇用形態に基づく常勤・非常勤とは概念が別である）。同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所（多機能型）の職務であって、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。


「専ら従事する」「専ら提供に当たる」（専従）

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないこと。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間(サービス単位を設定する場合は、サービスの単位ごとの提供時間)をいうものであり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。
　≪常勤、専従の区別例≫

　　①　常勤・専従
　　　　


　　②　非常勤・専従

　　③　常勤・兼務（並行して異なる業務に従事する場合）

　　　　（例：管理者がサービス管理責任者または従業者（生活支援員等）を兼ねる場合）



　　④　常勤・兼務（時間帯又は曜日別に異なる業務に従事する場合）

　　　　（例：多機能型事業所において、生活介護の生活支援員が就労継続支援事業の職業指導員を兼ねる場合）



「同一敷地」、「隣接」及び「近接」

　「同一敷地内」とは、事業所、施設等が建てられている敷地内（土地①）をいう。ただし、土地の登記簿上の所有者が同一の場合は、各々の地番が異なるとしても同一敷地とする（土地②及び③）。

　　　「隣接」とは、事業所・施設等の敷地と境界を接しているが、それぞれの敷地の所有者が別である場合を指す（土地④）。

　　　「近接」とは、事業所・施設の敷地が道路等で隔てられているものの、社会通念上、隣接に準じた状態にある場合を指す（土地⑤）

　　

　　　（例）


「前年度の平均値」（利用者の数）

　　　①　原則

　　　　当該年度の前年度の利用者延べ数を延べ開所日数で除して得た数。延べ利用者数には、利用しない日（入所施設にあっては入院・外泊時（退所日及び入所日は除く）を含む）を計上しない。この場合には、小数点第２位以下を切り上げる。

　　　②　新規開設時

　　　　推定値とされているが、計算方式は次のとおり。
	前年度実績６月未満（実績無しを含む）
	利用定員の９０％

	前年度実績６月以上１年未満
	直近６ヶ月の全利用者延べ数／開所日数

	特定旧法指定施設の移行
	（特定旧法指定施設としての実績）

指定申請した日の前日から直近１月間の全利用者の延べ数／当該１月間の開所日数


　　　　※特定旧法指定施設から移行する場合は、指定後の３月間の実績により前年度の平均値を見直すことができる。

　　　③　利用定員を増加した場合

　　　　・利用定員増加前の利用者の平均値（①）＋増加定員分の利用者の平均値（推計値）（②）となる。

　　　　　例えば、昨年度まで利用定員20名の事業所（利用者の平均値19名）が今年度から30名に増加する場合における利用者の平均値とは、19名＋増加した定員分10名×90％＝28名となる。

　　　④　利用定員を減少した場合

　　　　・利用定員を減少して３月以上の実績があるときは、減少後の利用者の数等の延べ数を３ヶ月間の延べ開所日数で除して得た数。

３  障害福祉サービス事業の人員・設備基準等について
（１）　共通事項
	管理者
（施設長）
	資格

要件
	療養介護
	医師

	
	
	就労継続

支　　援
	次のいずれかを満たす者

①　社会福祉主事資格要件に該当する者

②　社会福祉事業に２年以上従事した経験のある者

③　企業を経営した経験を有する者

④　社会福祉施設長認定講習会を修了した者

	
	
	その他
	上記①、②、④のいずれかを満たす者

（児童デイサービス、共同生活介護及び共同生活援助の管理者は資格要件が特に定められていない）

	
	責務
	①　事業所の職員及び業務の管理その他の管理を一元的に行うこと。

②　事業所の職員に基準等を遵守させるため必要な指揮命令を行うこと。

	
	専ら当該事業所の職務に従事するものであること。

ただし、利用者の支援に支障がない場合は

①当該事業所の他の職務、②他の事業所の職務　のいずれかとの兼務は可。

	サービス
管理責任者
	配置数
	○　障害者支援施設、生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、Ｂ型）

・利用者が６０人以下　　１人以上

・利用者が６１人以上　　利用者が６０を超えて４０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上

・常勤１人以上
○　共同生活介護、共同生活援助

・利用者が３０人以下　　１人以上

・利用者が３１人以上　　利用者が３０を超えて３０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上
・非常勤でも可。また障害者支援施設、指定障害福祉サービス事業所（日中活動系サービス）のサービス管理責任者が兼務しても差し支えない（当該施設等と共同生活介護事業所合計で60名までは１名のサービス管理責任者が担当できる）。

	サービス
管理責任者
	
	○　児童デイサービス

・専任（指導員又は保育士との兼務を行わず、専らその職務を行う）のサービス管理責

任者１名以上の配置（常勤）

	
	資格

要件
	次のいずれも満たす者

①　障がい者の保健・医療・福祉・就労・教育の分野における直接支援・相談支援などの業務における実務経験が３～１０年
②　相談支援従事者初任者研修（講義部分）受講及びサービス管理責任者研修修了

	
	業

務
	①　個別支援計画の作成に関すること。

・　利用者について、適切な方法によりアセスメントを行い、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討を加え、個別支援計画の原案を作成。

・　個別支援計画の作成に係る会議を開催し、個別支援計画の原案に対する意見を徴求。

・　個別支援計画の原案の内容について、利用者又はその家族に説明し、文書により同意を得ること。

・　作成した個別支援計画を利用者に交付。

・　個別支援計画の実施状況を把握し、６月（標準利用期間が定められている自立訓練及び就労移行支援にあっては３月）に１回以上見直しを実施。

②　利用者の心身の状況、当該事業所以外の指定障害福祉サービスの利用状況等を把握。

③　利用者が自立した日常生活を営むことができるよう定期的に検討するとともに、自立した日常生活を営むことができると認められる利用者に対し、必要な支援を実施。

④　他の従業者に対する技術指導及び助言を行うこと。

	
	専ら当該事業所の職務に従事するものであること。

ただし、利用者の支援に支障がない場合は

①管理者、②人員配置基準を超える人数を配置しているサービス提供職員

のいずれかとの兼務は可。








（注１）　実務経験の年数及び種類については、「サービス管理責任者の実務経験一覧表」を参照。

（注２）　実務経験に関する経過措置として、グループホーム、ケアホーム、児童デイについては、平成24年３月末までに②③の研修を受講・修了することを条件として、実務経験が３年以上あればサービス管理責任者として配置することができる。（従前から指定を受けていた事業者であって、平成18年10月１日現在で事業を実施している事業者に限る。）

（注３）　障害者自立支援法施行前から事業を運営している児童デイサービス事業所について、当分の間、サービス管理責任者を置かないことができる。ただし、平成21年度からはサービス管理責任者人員欠如減算の対象となる。

（注４）　相談支援従事者初任者研修（講義部分）とは、同研修のカリキュラム（講義20.5時間、演習11時間）のうちの講義部分の一部をいう（11.5時間）。

（注５）　実施事業に係る分野は次のとおり。

　　　　　介護（第１分野）　　　　　：療養介護、生活介護（施設入所支援を含む）

　　　　　地域生活（身体）（第２分野）：機能訓練

　　　　　地域生活（身体、知的、精神）（第３分野）：生活訓練、共同生活介護、共同生活援助

　　　　　就労（第４分野）：就労移行支援、就労継続支援

　　　　　児童（第５分野）：児童デイサービス

（注６）　多機能型及び複数の昼間実施サービスを提供する障害者支援施設の運営において、複数のサービスのサービス管理責任者を兼務する場合は、「サービス管理責任者研修」の分野別研修を、該当するサービスの分野ごとに修了することが必要。ただし、事業開始後３年間は、少なくとも１種類のサービスに係る分野の研修を修了していればよい。

サービス管理責任者の実務経験一覧表

	業務範囲
	業務内容
	年数

	　　障害者の保健、医療福祉、就労、教育の分野における支援業務


	①相談支援業務
	ア　施設等において相談支援業務に従事する者

　　○　障害児相談支援事業、身体（知的）障害者相談支援事業、障害児（者）地域療育等支援事業、市町村障害者生活支援事業

　○　児童相談所、身体（知的）障害者更生相談所、精神障害者地域生活支援センター、福祉事務所、保健所、市町村役場

　　○　身体（知的）障害者更生施設、障害者支援施設、老人福祉施設、精神保健福祉センター、救護施設及び更生施設、介護老人保健施設、指定居宅介護支援事業所
	５

年

以

上

	
	
	イ　保健医療機関において相談支援に従事する者で、次のいずれかに該当する者

（１）社会福祉主事任用資格を有する者

（２）訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者

（３）国家資格等※を有する者

（４）ア・ウ・エに従事した期間が１年以上である者
	

	
	
	ウ　障害者職業センター、障害者雇用支援センター、障害者就業・生活支援センターにおける就労支援に関する相談支援の業務に従事する者
	

	
	
	エ　盲学校・聾学校・特別支援学校における進路相談・教育相談の業務に従事する者
	

	
	
	オ　その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者
	

	
	②直接支援業務
	カ　施設及び医療機関等において介護業務に従事する者

　　○　障害者支援施設、身体（知的）障害者更正施設、身体障害者療護施設、身体（知的）障害者授産施設、身体（知的）障害者福祉ホーム、身体障害者福祉センター、知的障害者デイサービスセンター、知的障害者通勤寮、精神障害者社会復帰施設、老人福祉施設、介護老人保健施設、療養病床

　　○　障害福祉サービス事業、老人居宅介護等事業　

　　○　保健医療機関、保険薬局、訪問看護事業所
	10

年

以

上

	
	
	キ　特例子会社、重度障害者多数雇用事業所における就業支援の業務に従事する者
	

	
	
	ク　盲学校・聾学校・特別支援学校における職業教育の業務に従事する者
	

	
	
	ケ　その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

　　○　市町村から補助金又は委託により運営されている小規模作業所
	

	
	③有資格者等
	コ　上記②の直接支援業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者

（１）社会福祉主事任用資格を有する者

（２）訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者

（３）児童指導員任用資格者

（４）保育士

（５）精神障害者社会復帰施設指導員任用資格者
	５

年

以

上

	
	
	サ　上記①の相談支援業務及び上記②の直接支援業務に従事する者で、国家資格等※による業務に５年以上従事している者
	３年

以上


1 相談支援業務

身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むに支障がある者の日常生活の自立に関する相談に応じ、助言、指導その他の支援を行う業務その他これに準ずる業務

②　直接支援業務

身体上若しくは精神上の障害がある者につき、入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、並びにその者及びその介護者に対して介護に関する指導を行う業務その他職業訓練又は職業教育に係る業務

※　国家資格等

　　医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士（管理栄養士を含む）、精神保健福祉士


（２）障害福祉サービス事業ごとの個別基準

①　生活介護

　　【人員基準】

	職　　種
	必要となる人員数

	医　　師
	日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数

（嘱託医を確保することをもってこれを満たすものとして扱うことでもよい）

	看護職員
	生活介護の単位ごとに、１人以上

（看護職員：保健師又は看護師若しくは准看護師をいう）

	理学療法士又は作業療法士
	利用者に対して日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う場合は、生活介護の単位ごとに、訓練に必要な数

（理学療法士及び作業療法士を確保することが困難な場合には、これらに代えて、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う看護師等を機能訓練指導員として配置しても可）

	生活支援員
	生活介護の単位ごとに、１人以上（うち１人以上は常勤であること）

	　看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、生活介護の単位ごとに、常勤換算方法で、(1)から(3)までに掲げる『平均障害程度区分』に応じてそれぞれ(1)から(3)までに掲げる数を確保すること。

　(1)　平均障害程度区分が４未満　　　　　　　　利用者の数を６で除した数以上

　(2)　平均障害程度区分が４以上５未満　　　　　利用者の数を５で除した数以上

　(3)　平均障害程度区分が５以上　　　　　　　　利用者の数を３で除した数以上

	経過措置利用者への対応
	平成24年3月31日までの間、特定旧法施設利用者のうち、経過措置利用者に指定生活介護を提供する障害者支援施設については、当該利用者について置くべきサービス提供職員（医師を除く）の総数は、常勤換算方法で、利用者数を10で除した数以上とする。












【設備基準（通所の場合。障害者支援施設は施設入所支援で一括記載）】

	設備名
	要　件

	訓練・作業室
	・訓練又は作業に支障がない広さを有すること。

・訓練又は作業に必要な機械器具を備えること。

	相談室
	室内における談話の漏洩を防ぐための間仕切り等を設けること。

	洗面所
	利用者の特性に応じたものであること。

	便所
	利用者の特性に応じたものであること。

	多目的室
	特定旧法指定施設（身体障害者療護施設、身体障害者授産施設、知的障害者更生施設、知的障害者授産施設、知的通勤寮）から移行する場合は、当面の間設置不要（平成18年９月30日以降に増築等をした場合は除く）


　○　利用者に身近な社会資源（既存施設）を活用して、事業所の従業者が当該既存施設に出向いてサービスを提供する場合には、これらを事業所の一部（出張所）とみなす。

　○　利用者の障がいの特性や機能訓練又は生産活動の内容等に応じて適切なサービスが提供できるよう、適当な広さ又は数の設備を確保しなければならない。

　　（例：複数種類の生産活動を行う場合には、当該活動の種類ごとに訓練・作業室を区分する）

　○　相談室及び多目的室は、利用者の支援に支障がない場合は、兼用ができる。
②　児童デイサービス

【人員基準】

	職　　種
	必要となる人員数

	指導員又は保育士
	　指定児童デイサービスの単位ごとに

　イ　障がい児の数が10までは、２以上
　ロ　障がい児の数が10を越えるときは、２に、障がい児の数が10を越えて５又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上
　・提供を行う時間帯を通じて配置していることを要する
　・「障がい児の数」とは、指定児童デイサービスの単位ごとの障がい児の数を指し、実利用

者ベースである。

・指導員又は保育士のうち１人以上は常勤であること。


　　≪人員配置の事例≫

　　　指定児童デイサービス○○子どもいきいき教室では、午前中に未就学児を、午後に就学児を対象にサービスを提供している。この場合の最低限配置すべき人員は次のとおりとなる。







【設備基準】

　　・指導訓練室の設置（訓練に必要な機械器具を設置する）

③　自立訓練（機能訓練）
【人員基準】

	職　　種
	必要となる人員数

	看護職員
	１人以上（うち１人以上は常勤であること）

	理学療法士又は作業療法士
	１人以上（非常勤でもよい）

（理学療法士及び作業療法士を確保することが困難な場合には、これらに代えて、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う看護師等を機能訓練指導員として配置しても可）

	生活支援員
	１人以上（うち１人以上は常勤であること）

	　看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、常勤換算方法で、利用者の数を６で除した数以上配置すること（６：１）。

	　利用者の居宅を訪問して機能訓練する場合
	当該訪問による機能訓練を提供する生活支援員を１人以上確保する（上記職員とは別に確保する）


【設備基準】　生活介護と同じ。

④　自立訓練（生活訓練）
【人員基準】

	職　　種
	必要となる人員数

	生活支援員
	・（通所事業所の場合）利用者の数を６で除した数以上（６：１）
・（宿泊型自立訓練の場合（宿泊時間帯のみ）利用者の数を10で除した数以上（10：１）　（うち１人以上は常勤であること）

	地域移行支援員
	（宿泊型のみ）１人以上

	　利用者の居宅を訪問して生活訓練する場合
	当該訪問による生活訓練を提供する生活支援員を１人以上を確保する（上記職員とは別に確保する）


【設備基準】　通所部分は生活介護と同じ。

　（宿泊型自立訓練の場合は、次の設備も設置する）
	設備名
	要　件

	居　室
	・居室定員は１人とする。面積は、収納設備等を除き7.43㎡以上とする。

・（経過措置）精神障害者生活訓練施設、知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設、知的通勤寮が転換する場合の居室定員及び居室面積は、次のとおり。

　　ア　精神障害者生活訓練施設　　２人以下　１人当たり床面積　4.4㎡以上

　　　　（平成12年度以前から設置の場合の居室定員は４人以下）

　　イ　知的通勤寮（支援費制度以前から設置）４人以下　１人当たり床面積　3.3㎡以上

　　ウ　ア及びイ以外の施設　　　　４人以下　１人当たり床面積　6.6㎡以上

	浴　室
	・利用者の特性に応じたもの


⑤　就労移行支援

【人員基準】

	職　　種
	必要となる人員数

	職業指導員及び生活支援員
	・常勤換算で、利用者の数を６で除した数以上（６：１）
・職業指導員、生活支援員それぞれ１人以上（うち１人以上は常勤）

	就労支援員
	・常勤換算で、利用者の数を15で除した数以上（15：１）（うち１人以上は常勤）


【設備基準】　生活介護と同じ。

⑥　就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）　※Ａ型は専ら社会福祉事業を行う法人のみが対象

【人員基準】

	職　　種
	必要となる人員数

	職業指導員及び生活支援員
	・常勤換算で、利用者の数を10で除した数以上（10：１）
・職業指導員、生活支援員それぞれ１人以上（うち１人以上は常勤）


【設備基準】　生活介護と同じ。

⑦　施設入所支援（障害者支援施設）

【人員基準】

	職　　種
	必要となる人員数

	生活支援員
	・施設入所支援の単位ごとに、次に掲げる数以上の夜勤職員を配置する。

　イ　利用者の数が60以下　１以上

　ロ　利用者の数が61以上　１に、利用者の数が60を越えて40又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上
・訓練等給付費（機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援）を受ける

利用者に対してのみ提供する場合には、宿直職員を配置すれば足りる。


　　※１　午後10時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する16時間の支援を行う。

　　※２　日中活動サービスの従業者が施設入所支援の生活支援員を兼務する場合には、日中活動サービスとして必要とされる従業者の員数算定に当たり、夜勤時間を含めて差し支えない。

　　※３　施設入所支援のサービス管理責任者は日中活動サービスのサービス管理責任者が兼ねる。

　　※４　障害者支援施設では、平成24年３月31日までは就労継続支援事業を実施できる。




　＜人員配置上の注意＞

夜勤者は１名以上（入所者数60名以下の場合）の配置を求められるが、深夜帯を含む16時間の配置について、次に掲げるパターンの配置を行うことが考えられる。

〔パターン１（準夜勤と深夜勤のケース）〕








〔パターン２（連続16時間勤務とするケース）〕




　　　加えて、夜勤職員と日中活動系サービスの生活支援員を兼務する場合には、夜勤職員のローテーションや、支援が必要となる入所者の起床・整容・朝食時や、夕食時・就寝時に必要となる人員を考慮したうえで、必要となる職員の確保が求められる結果、日中活動系サービスの人員基準を上回る職員の採用・配置が必要となるケースが多いことに注意。
≪１日の勤務時間の例≫



【設備基準】
	設備名
	要　件

	訓練・作業室
	・障害福祉サービスの種類ごとの用に供するものとし、訓練又は作業に支障がない広さを有すること。

・訓練又は作業に必要な機械器具等を備えること。

	居　室
	・居室定員は４人以下とする。面積は、収納設備等を除き１名当たり9.9㎡以上とする。

・寝台等の設備を有すること

・１以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けること。

・必要に応じて利用者の身の回り品を保管することができる設備を備えること。

・ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

	
	・（居室定員の経過措置）知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設、知的通勤寮については、原則として４人以下とすることができる。

・（居室面積の経過措置）身体障害者療護施設、身体障害者入所授産施設、知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設、知的通勤寮については、6.6㎡以上とする。

　精神障害者生活訓練施設の場合にあっては、4.4㎡以上とする。

　支援費制度以前から運営している知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設及び知的通勤寮については、3.3㎡以上とする。

・（ブザー等の経過措置）旧法指定施設からの移行の場合（身体障害者療護施設を除く）は、ブザーの設置を当分の間要しない。

	食　堂
	・食事の提供に支障がない広さを有すること。

	浴　室
	・利用者の特性に応じたものであること。

	洗面所
	・居室のある階ごとに設けること。

・利用者の特性に応じたものであること。

	便　所
	・居室のある階ごとに設けること。

・利用者の特性に応じたものであること。

	相談室
	・室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り部を設けること。

	廊下幅
	・1.5ｍ以上とし、かつ中廊下幅は1.8ｍ以上とする。

・廊下の一部の幅を拡幅することにより、利用者、従業者等の円滑な往来に支障がないようにすること。

・（経過措置）知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設等の廊下幅は1.35ｍ以上とする。また知的障害者通勤寮及び精神障害者生活訓練施設については当面の間適用しない。

	多目的室
	特定旧法指定施設（身体障害者療護施設、身体障害者授産施設、知的障害者更生施設、知的障害者授産施設、知的通勤寮）から移行する場合は、当面の間設置不要（平成18年９月30日以降に増築等をした場合は除く）







　










≪職員勤務割の事例≫




この事例では、生活支援員の配置は次に留意した。

・１ヶ月の変形労働時間制における総勤務時間の上限の範囲内としたこと（30日の場合は、171.4時間の範囲内）。

・日中活動サービスにおいて常駐する生活支援員の頭数のムラを回避するため、常勤職員で不足する日は非常勤職員で対応することとした（非常勤職員は各サービスを兼務し、日中活動サービスにおいて常勤職員が不足する時間帯を埋める勤務形態とした）。

・土日の支援は夜勤対応職員及び日勤早番・日勤遅番で対応することとし、起床・就寝・整容時及び食事提供時は２名以上常駐できるよう配慮した。
・利用者への支援度及び報酬上の観点から、主に生活介護（人員配置体制加算Ⅰ対象。経過措置利用者は算定から除外）及び就労継続支援Ｂ型（就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）対象）において手厚く人員を配置した。

　⇒夜勤・土日職員のローテーション、日中時の支援職員の配置状況及び報酬上の観点を総合的に勘案のうえ、支援が十分に行き届きかつ効率のよい職員配置とするよう心がけてください。


⑧　共同生活介護・共同生活援助
【人員基準】
	
	共同生活介護
	共同生活援助

	世　話　人
	常勤換算で６：１以上
	常勤換算で10：１以上（共同生活介護との一体型事業所については、常勤換算6：1以上）

	生活支援員
	常勤換算で次に掲げる数の合計数以上

・区分３　９：１以上

・区分４　６：１以上

・区分５　４：１以上

・区分６　2.5：１以上

（区分２のみの場合は生活支援員の配置不要）
	


　※１　サービス管理責任者は利用者の数が30人以下の場合は１人以上、利用者の数が31人以上の場合は30人を超えて30又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上の配置（常勤職員である必要はなく、障害者支援施設又は指定障害福祉サービス事業所のサービス管理責任者が兼務することは可。なお、入居定員が20名以上の場合は、できる限り専従のサービス管理責任者を確保するよう努めること）

　※２　世話人及び生活支援員については、利用者の生活サイクルに応じて、１日の活動終了時刻から開始時刻までを基本として夜間時間帯を設定し、夜間時間帯以外のサービス提供に必要な員数を確保する（指定基準上、夜勤職員や宿直職員の配置までは求められていない）。



　※３　複数の共同生活住居を配置する事業所についても、必要な員数は事業所全体の利用者数に応じて算出するため、住居ごとの必要時間が定められているものではありません。ただし、利用者の安定した日常生活の確保と支援の継続性という観点から、住居ごとに専任の世話人を定める等の配慮が必要です。

　※４　夜勤職員又は宿直職員を配置する場合は、基準に応じた世話人・生活支援員の配置とは別に配置が必要となります。なお、共同生活介護で利用者の夜間支援のために職員を配置する場合には、夜間支援体制加算の対象となります。

　※５　共同生活介護に限り、生活支援員の配置に代えて、共同生活介護に係る生活支援員の業務の全部又は一部を居宅介護事業所などに外部委託することができる（受託者の業務の全部又は一部を再委託することは認められていない）。

　　　　この場合には、事業者側が業務の実施状況について定期的に確認し、その結果等を記録する必要がある。

なお、委託契約には次の事項を明記すること。

　　　　(1)　委託に係る業務の範囲

　　　　(2)　①委託業務に関し定期的に確認すること、②必要に応じて文書により委託内容を指示すること、③定期的な確認の結果改善が必要な場合は所要の措置を講ずるよう指示のうえその結果を確認すること、④入居者に賠償すべき事故が発生した場合における責任の所在、⑤その他必要な事項

【設備基準】
	
	共同生活介護・共同生活援助共通

	事業所
	・１以上の共同生活住居を有し、入居定員の合計は４人以上。複数の共同生活住居を有する場合は、主たる事業所から30分以内で移動できる範囲とする。

・入所施設や指定障害福祉サービス事業所等との非常時の連絡・支援体制（バックアップ体制）が必要（指定基準第151条（第213条準用を含む））。

	共同生活住居
	・入居定員は２人以上10人以下とする。ただし、既存の建物を共同生活住居とする場合は、入居定員を２人以上20人以下とする（ただし、８人以上の場合は大規模住居減算の対象となるので注意）。
・複数の居室、居間、食堂、浴室を有すること。

・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域であり、入所施設及び病院の敷地外にあること。

	ユニット
	・１以上のユニットを設けることとし、ユニット別に風呂、トイレ、洗面所、台所、食堂等の必要な設備を設けるとともに、相互に交流を図ることができる設備を有すること。

・入居定員は２人以上10人以下とする。

	居　室
	・居室定員は１名（ただし夫婦で居室を利用する場合等は２名でもよい）

・居室面積は１名当たり7.43㎡以上（和室の場合は四畳半）。収納設備は別途確保し、利用者の私物も置くことができる広さを有すること。

・廊下、居間等に繋がる出入口があり、他の居室とは明確に区分されているもの。ただし、一般の住宅を改修している場合など、建物の構造上、各居室間がふすま等で仕切られている場合はこの限りではない。


　　事業所指定は、個々の共同生活住居毎に行うのではなく、一定の地域の範囲内に所在する１以上の共同生活住居を事業所として指定します。共同生活介護と共同生活援助を一体的に行う場合には、共同生活介護及び共同生活援助それぞれの指定を受ける必要があります。












【共同生活介護のホームヘルプの利用】

　　指定基準第145条第２項（共同生活援助については指定基準第211条第２項）において、「指定共同生活介護（援助）事業者は、利用者の負担により、当該指定共同生活介護（援助）事業所の従業者以外の者による介護等（家事等）の支援を受けさせてはならない。」とされています。

　　したがって、利用者が居宅介護の支給決定を受けてホームヘルプを利用することが原則としてできませんが、次の場合には、共同生活介護利用者に対しては、ホームヘルプを利用することが認められています。

　(1)　個人単位でのホームヘルプサービスの利用（平成24年３月までの経過措置）

　　　　重度の障がい者が利用するケアホームにおいて、食事や入浴、排せつ時に複数の生活支援員の対応が必要な場合など、一時的に職員の加配が必要となる状況があることから、下記要件により、個人単位でのホームヘルプの利用が可能となっています。

　　　　平成20年４月から対象者が拡大されていますが、従来の対象者は従来どおりの取扱となります。

	
	平成19年４月
	平成20年４月～（拡大分）

	対象者
	区分４以上、かつ行動援護又は重度訪問介護の対象者
	区分４以上、かつ「個別支援計画への位置付け」及び「市町村が必要と認める者」

	人員配置基準
	・生活支援員…ホームヘルプ利用者は生活支援員の配置基準適用外
・サービス管理責任者…ホームヘルプ利用者についても、サービス管理責任者の配置基準の適用内であること（個別支援計画の作成が必要なため）

	利用できるサービス内容
	居宅介護、重度訪問介護
	居宅介護（身体介護中心型のみ）


　　　※報酬額は、障害程度区分及び世話人配置基準別に定められている。

　　

　(2)　経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所（平成24年３月までの経過措置）

　　　平成24年３月末までは、次いずれにも該当する事業所にあっては、利用者が居宅介護の支給決定を受け、ホームヘルプを利用することが経過措置として認められています。

　　　①　平成18年９月30日現在、共同生活援助を実施している事業所であり、生活支援員を確保することが困難であること。

　　　②　平成18年９月30日現在、居宅介護を利用している利用者が、平成18年10月１日以降も引続き入居していること。

　(3)　区分１以上の慢性疾患を抱える障がい者であって、医師の指示により定期的に通院を必要とする者に限り、月２回を限度として、居宅介護における通院介助や通院等乗降介助の併給が可能となっています。

【地域移行型ホームについて】

　　指定基準上、共同生活住居を「入所施設及び病院の敷地内」に設置することはできません。ただし、下記要件を満たせば、入所施設や病院の敷地内にある共同生活住居により構成される「地域移行型ホーム」を設置することが認められます。


　　　①　地域移行型ホームの参入期間は平成24年３月31日まで。なお、この期間内に参入した地域移行型ホームは引続き運営が可能。

　　　②　県の障害福祉計画上、共同生活介護、共同生活援助が不足している地域での設置であること。

　　　③　既存の建物を転用する場合に限ることとし、併せて当該入所施設・精神病院の定員数を減少させることが必要。

　　　④　地域移行型ホームの定員の上限は30人

　　　⑤　地域移行型ホームの利用期間は２年間

　　　⑥　運営に当たっては計画的に地域移行の推進を図るために、利用者、家族、市町村職員等により構成される運営協議会を設置すること。

【体験的な利用について】
　　平成21年度報酬改定により、障害者支援施設、旧法指定施設に入所している者、精神科病院に入院している者又は家族等と同居している者であって、共同生活住居への入居を希望する場合に、連続30日以内かつ年50日以内を限度に体験利用が可能です（市町村の支給決定を要する）。

　　この場合の人員及び設備上は、次の点に注意が必要です。

　　①　体験利用者を含めて利用定員の範囲内でサービス提供することになる。よって、新たに体験利用者を受け入れる場合には必要に応じて利用定員の変更を要すること。

　　②　世話人及び生活支援員は体験利用者への専従の人員を加配する必要はないが、生活支援員は体験利用者を含めた障害程度区分に応じた配置、世話人も体験利用者を含めた人員での配置が必要。




　⑨　短期入所
	区分　
	併設型
	空床型
	単独型

	概　要


	指定障害者支援施設等に併設され、指定短期入所の事業を行う事業所として当該施設等と一体的に運営を行う事業所
	利用者に利用されていない指定障害者支援施設等の全部又は一部の居室において、指定短期入所の事業を行う事業所
	日中活動系サービス事業所等であって、利用者に利用されていない入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を適切に行うことができる施設の居室において、指定短期入所事業を行う事業所

	人員基準
	従

業

者


	当該施設の入所者数及び併設事業所の利用者数の合計数を入所者とみなした場合に、当該施設として必要とされる数以上
	当該施設の入所者数及び当該指定短期入所事業の利用者の数の合計数を当該施設の入所者とみなした場合に、当該施設として必要とされる数以上
	①日中活動サービス中の時間帯

利用者数に応じて、適切な指定短期入所の提供を行うために必要な数の生活支援員

②①以外の時間帯

　利用者数６名までは生活支援員１名の配置。７名以上の場合は１名に利用者の数が６を超えて６又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上

	
	管

理

者
	常勤で、かつ、原則として管理業務に従事するもの

（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼務可）

	設備基準


	設

備
	併設事業所及び併設本体施設の効率的運営が可能であり、かつ当該併設本体施設の入所者の支援に支障がないときは、当該併設本体施設の設備（居室を除く。）を指定短期入所事業の用に供することができる。
	指定障害者支援施設等として必要とされる設備を有することで足りる。
	＜居室＞

・一の居室の定員は、４人以下と

すること

・利用者一人当たりの床面積

は、収納設備等を除き、８

平方メートル以上とすること。寝台又はこれに代わる設備を備えること

＜食堂＞

・食事の提供に支障がない広さを有すること。必要な備品を備えること

＜浴室＞

・利用者の特性に応じたものであること。

＜洗面所、便所＞

・居室のある階ごとに設けること。利用者の特性に応じたものであること。


　　※１　入所型の施設で、併設型の指定を受けようとする場合は、空床型の指定も併せて申請することをご検討ください。

　　※２　平成21年３月31日現在で単独型事業所を開設している場合は、人員基準は平成24年３月31日までは適用しない。


（３）定員緩和措置について
　　　原則として利用定員を超えた利用者の受け入れは禁止されますが、次に該当する利用定員を超えた利用者の受け入れについては、適正なサービスの提供が確保されることを前提とし、地域の社会資源の状況等から新規の利用者を受け入れる必要がある場合等のやむを得ない事情に限り、可能としています。

　　【入所施設、短期入所及び療養介護の場合】（短期入所は、単独型を除く）
　　①　１日当たりの利用者の数

　　　ア　利用定員50人以下

　　　　　１日当たりの利用者の数が、利用定員の110％を乗じて得た数以下（小数点以下切り上げ）

　　　イ　利用定員51人以上

　　　　　１日当たりの利用者の数が、利用定員の数に、当該利用定員の数から50を差し引いた数に５％を乗じて得た数に５を加えて得た数（または、利用定員から50を差し引いた数に105％を乗じて得た数に、55を加えて得た数）以下

　　②　過去３ヶ月間の利用者の数

　　　　過去３ヶ月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に105％を乗じて得た数以下
　　　※短期入所のうち、空床型短期入所にあっては、本体施設と短期入所の定員を合算して算定。


　　【生活介護、児童デイサービス、機能訓練、生活訓練、就労移行支援及び就労継続支援の場合】
　　①　１日当たりの利用者の数

　　　ア　利用定員50人以下

　　　　　１日当たりの利用者の数が、利用定員の150％を乗じて得た数以下

　　　イ　利用定員51人以上

　　　　　１日当たりの利用者の数が、利用定員の数に、当該利用定員の数から50を差し引いた数に25％を乗じて得た数に25を加えて得た数（または、利用定員から50を差し引いた数に125％を乗じて得た数に、75を加えて得た数）以下

　　②　過去３ヶ月間の利用者の数

　　　ア　利用定員11以下

　　　　　利用定員に３を加えて得た数以下

　　　イ　利用定員12人以上

　　　　　利用定員に125％を乗じて得た数以下
　また、施設を利用していた利用者が一旦企業等に就職した後、何らかの理由で離職し、再就職するまでの間、再度施設を利用する場合には、利用定員の10％の範囲内で定員外の受け入れが可能となっています。この場合には、受け入れた事業所は、再就職の確保等に努めることとされています。

　（「地域生活への移行が困難になった障害児・者及び離職した障害児・者の入所施設等への受入について」）
〔指定の単位、人員・設備基準に関する主なＦＡＱ〕


　　指定障害福祉サービスを複数種類を一体的に行うことを多機能型としています。サービスは、生活介護、児童デイサービス、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型が対象となっています。障害者支援施設の場合には、施設入所支援に１以上の日中活動サービスを組み合わせますが、この時には複数種類の日中活動サービス（生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援。なお、就労継続支援は平成24年３月までの経過措置）を組み合わせることを多機能型としています。

　　各サービスの利用定員の合計が20名以上であり、かつ児童デイサービスは５名、生活介護、機能訓練、生活訓練及び就労移行支援は６名、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）は10名以上の定員となっていれば要件を満たします。


　　　旧法指定施設から新体系への移行は、一体的に行う必要があるためできません。ただし、分場の場合は例外があります。


　　　可能ですが、予め市町村及び県障害福祉計画との調整を要する場合がありますので、お早めに相談願います。


　　　管理者については、指定基準上「専らその職務に従事する管理者を置かなければならない」とありますが、事業所の管理業務に支障がない場合は、他の職務との兼務も可能です。管理者がその他の職務と兼務する場合には、人員配置基準上、同じ時間に双方の職務を行っているものとしてカウントできます。

　　　例えば、生活介護の１人の管理者がその勤務時間中に、当該施設の生活支援員の職務に４時間従事した場合、管理者（１人）と生活支援員（４時間分）として双方カウントできます。

　　　また、サービス管理責任者と管理者を兼務している場合には、その者が常勤で常に双方の職務を兼務していた場合、その者１人で管理者（１人）とサービス管理責任者（利用者の数60人以下の場合は、常勤１人以上）の条件を満たすことができます。なお、共同生活介護及び共同生活援助の場合も同様です。


　　　職員の兼務の形態は、大きく分けると次の３つです。

	兼務の形態
	取扱い・留意事項

	①　「午前中に生活介護、午後は自立訓練の職員」のように、時間を分けて複数の事業に勤務する形態
	　可能。それぞれの職種について、それぞれ勤務した時間分を常勤換算に算入

	②　形式上は一の職種の常勤専従として働いているが、実際はその間の空き時間を使って、他の職種のお手伝いをする形態
	　サービス管理責任者（１人目）の場合がこれに当たるが、この場合には手伝った職種の常勤換算に、当該職員を算入することはできない。

	③　複数の職種を同時並行的に行い、働いた全ての時間について、全ての職種にカウントできる形態
	　この形態は、管理者とその他の業務を兼務する場合に用いる。



　　看護職員の配置は、利用者の障がいの程度や状態像を踏まえ、適切なサービス提供体制が確保できるよう必要に応じて配置すべきものであり、必ずしも常時（毎日）の配置を求めるものではありません。

　　なお、看護職員についても専任規定が適用されており、当該看護職員が生活介護事業所の職務に従事する間は、利用者の支援に支障がない場合を除き、専ら当該職務に従事する必要があります。


　　施設入所支援における生活支援員については、指定基準上、単に「１以上」としていることから、夜間の時間帯のみで生活支援員を確保する必要はなく、昼間実施サービスにおける従業者がローテーションにより、夜間の時間帯を通じて確保されていれば足ります。

　　この場合、日中活動サービスにおける従業者が、各施設の運営規程に定める日中活動サービスの提供時間帯以外の時間帯において勤務した時間についても、日中活動サービスの勤務時間として繰り入れて差し支えありません。

　　よって、この事例の場合は、夜間の時間帯を通じて施設入所支援として置くべき生活支援員を確保したうえで、夜間の時間帯を含む１週間の中で、次の勤務時間が確保されていれば指定基準を満たします。

　　30人÷２＝15人　　15人×40時間（常勤職員が勤務すべき時間数）＝600時間（生活介護の従業者として必要な勤務時間数）



　　職員の配置は、新規に事業を開始した場合を除いて、「前年度の利用者」の数によって決定するものです。このことから、定員を超過してサービス提供を行った場合には、その利用者の利用日数は次の年度の人員配置基準に影響するものであり、即座に増員等の対応が必要となるものではありません。


　　非常勤職員が質問の理由等により欠勤している場合には、その分は常勤換算に含めることはできません。しかし、常勤換算は一週間単位の当該事業所の勤務状況によるため、必ずしも欠勤したその日に埋め合わせる必要ななく、他の日に埋め合わせをし、トータルで常勤換算上の数値を満たせば足ります。

　　また、常勤の職員が欠勤している場合には、その期間が暦月で１月を超える者でない限り、常勤として勤務したものとして常勤換算に含めることができます。

　　おって、指定基準上「１以上」などと示され、常勤・非常勤の規定がない職種については、支援上必要とされる配置がなされていればよいので、当該日の欠勤が利用者の支援に影響がないとみなされれば、代替職員の配置は必要ありません。


　　日中活動のサービス提供時間数の制約は特にありません（報酬も１日を評価しているのみであり、時間数の制限はない）。ただし、利用者のニーズを踏まえた個別支援計画に従ってサービス提供されることが前提であること、利用者負担額はサービス提供時間数の多寡によっても変更がないので、利用者の理解を得ることが必要です。


　　旧法指定施設が生活介護事業所等へ移行する場合については、本来、指定申請から直近の過去１ヶ月間の利用者の平均障害程度区分に応じた人員配置を行うこととしています。しかし、質問のような場合には、新規に参入する事業者における取扱と同様に、障害程度区分判定が終了している一部の利用者の平均障害程度区分等によるなど、合理的な推計による平均障害程度区分に応じた人員配置を行っても差し支えありません。

　　ただし、この場合にあっては、指定後３ヶ月間の実績により、平均障害程度区分を見直す必要があります。


　　指定基準上、事業所ごとに１以上の配置要件としており、そのうち１人以上は常勤かつ専任としていますが、専従とはしていません。そのため、児童デイサービス事業実施時以外に法人の他事業所の職務に従事することは差し支えありません。



　　利用者に対するサービス提供に支障のない範囲で、以下の場合にサービス管理責任者と他の職種との兼務が認められます。

　　①　指定基準上の職員配置（10：２）を超える職員を配置している場合には、当該基準を超える職員について、直接サービス提供職員（指導員又は保育士）とサービス管理責任者を兼務すること（指定基準上の職員に算定する者についてはサービス管理責任者との兼務はできない）。

　　②　当該事業所又は他の事業所の管理者又はサービス管理責任者と兼務すること。

　　③　多機能型事業所において、当該多機能型として実施する複数の事業のサービス管理責任者を兼務すること。


　　単に入所施設または病院と同一の所有関係にあるかどうかで区別するのではなく、入所施設・病院の本体建物と一体的に管理・運営されているかどうかという実態から判断します。

　　＜「外との接点」の観点＞

　　①　入所施設・病院と外部とを区分する塀、柵等の外部に共同生活住居が存在する。

　　②　共同生活住居の門（入口）が、入所施設・病院と共用になっていない。

　　③　共同生活住居から公道へ直接出ることができる。

　　＜「近隣との関係」の観点＞

　　①　共同生活住居が近隣住民の住宅と同様の位置関係であること。

　　②　かつて入所施設・病院と関係ない者が住んでいた建物であること。


　　①、②とも制度上可能ですが、指定基準上、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流が確保される地域にあることが求められます。特に、通所施設と同一敷地内に設置する場合には、通所施設部分と共同生活住居の部分が物理的配置（垣根等の設置により相互に独立していること）に加えて、生活環境上も相互に独立している必要があります。いずれにしても、地域生活移行の観点から個別に判断します。


　　介護保険法に基づく指定基準と、障害者自立支援法に基づく指定基準をそれぞれ満たしている場合は可能です。ただし、双方の利用者が混在することのないようにサービス提供する区域を明確に分けることが求められます。


　　交通手段は問いません。事業者の従業者が用いる交通手段で判断するとともに、サービス管理責任者の業務を遂行する上で支障がないなど、事業所としての一体的なサービス提供に支障がない範囲とすることが必要です。


　　共同生活介護（援助）のサービス管理責任者は、必ずしも常勤である必要がありません。このことから、日中活動系サービスや障害者支援施設のサービス管理責任者が兼務することも差し支えありません。なお、この場合には、１人のサービス管理責任者は、日中活動系サービス（障害者支援施設）と共同生活介護（援助）併せて60名までの個別支援計画の策定が可能です（うち、１人のサービス管理責任者が対応する共同生活介護（援助）の個別支援計画は30名までとされている）。

　　ただし、利用者20名以上の事業所にあっては、出来るだけ専任のサービス管理責任者の設置に努めてください。

　　共同生活介護（援助）において、短期入所を実施する場合には、共同生活介護（援助）において短期入所を実施するために必要な人員を確保したうえで、共同生活住居内の空室や利用者の家族等が宿泊するためのルームを活用して差し支えありません。

　　ただし、利用者が入院又は外泊期間中の当該利用者の居室については、当該利用者と共同生活介護（援助）事業者との間で賃貸借契約が締結されていることから、家賃等が支払われている間については、短期入所に供することはできません。利用者の空き室を体験利用に供する場合にも同様です。


　　

　　平成21年度から、特定旧法指定施設の経過措置利用は、平成18年９月30日時点で入所していた者に限らなくなり、障害者自立支援法が本格施行された平成18年10月１日以降に特定旧法指定施設に入所した者も対象となります。また、平成24年３月31日までの時限措置も廃止となりましたので、特定旧法指定施設に入所している者は障害程度区分に関わらず、引き続き入所できることになります。

　　加えて、一旦特定旧法指定施設又は障害者支援施設から退所したのち、再度入所する場合も、障害程度区分に関らず利用が可能です。

　　通所に関しては、特定旧法指定施設に入所していた者が継続して生活介護サービス(通所)を利用する場合には、障害程度区分に関わらず、引き続きサービス利用が可能となっています。また一旦生活介護事業のサービス利用を終了した後に、再度利用する場合も同様に、障害程度区分に関わらず利用が可能です。

　　なお、特定旧法指定施設時に入所せずに通所していた者にあっても、引き続き経過措置の対象となり、生活介護を利用できる扱いとなっています。


　　国庫補助を受けて整備されたＡＬＳ専用居室については、制度創設時においては通常の入所定員の外数として当該整備数量をカウントするという取扱であり、最低定員規模の施設を整備する場合には、ＡＬＳ定員を一般定員の内数とした整備は認められていませんでした（例：一般50名、ＡＬＳ２名　計52名はＯＫだが、一般48名、ＡＬＳ２名　計50名は不可）。

　　障害者自立支援法への移行に伴い、定員遵守については一定の緩和措置が講じられたことから、ＡＬＳ専用居室についても、運用の緩和を図ることとし、ＡＬＳ患者以外の入所希望があった場合には、速やかにその需要に応えられることを前提に、利用がない期間については、ＡＬＳ患者以外の者に対しても利用を可能とした取扱となっています。

　　新体系へ移行する際の定員設定については、これらの措置を受けて、定員の一部を余裕居室として確保しておくことも考えられ、この場合、ＡＬＳ等居室を余裕居室と位置付けることも可能です。新体系への移行に際し、ＡＬＳ等居室定員数を利用定員数に含めるか含めないかの判断については、事業者に委ねられています。

４　運営に関する基準について
(1) 各サービス共通事項




○　重要事項説明書に記載すべき事項は、次の項目となります。

　　①　事業者、事業所の概要（名称、住所、所在地、連絡先など）

　　②　運営規程の概要（目的、方針、事業の主たる対象とする障がいの種類、営業日時、利用料金、通常の事業の実施地域、提供するサービスの内容及び提供方法等）

　　③　管理者氏名及び従業者の勤務体制

　　④　提供するサービスの内容とその料金

　　⑤　その他日常生活上必要となる費用や交通費等

　　⑥　利用料、その他費用の請求及び支払い方法について

　　⑦　秘密保持と個人情報の保護（使用同意など）について

　　⑧　事故発生時の対応（損害賠償の方法を含む）

　　⑨　緊急時の対応方法

　　⑩　苦情解決の体制及び手順、苦情相談の窓口（苦情受付担当者、苦情解決責任者等の氏名）、苦情・相談の連絡先（事業者、市町村窓口、岩手県福祉サービス運営適正化委員会など）

　　⑪　虐待防止について

　　⑫　事業者、事業所、利用者（場合によっては代理人）による説明確認欄

　　　⑬　指定障害福祉サービスの提供開始予定年月日（社会福祉法第77条第１項）

○　重要事項説明書、契約書には、利用者本人から署名又は押印を受けることが必要です。なお、本人が契約できない事情がある場合には、契約書に署名代理人欄を設けて、利用者の同意を得た法定代理人（家族又は後見人）から署名又は押印を受ける必要があります。

　　また、手指の障がいなどで、単に文字を書けないといった場合には、利用者氏名欄の欄外に、署名を代筆した旨、署名した者の続柄、氏名を付記することで差し支えないものと考えられます。

　○　重要事項説明書には、利用者に説明した従業者の署名又は押印が必要となっています。

○　重要事項説明書、契約書等については、あらかじめ、利用者の障がいの特性に応じて、ルビ、拡大文字、点字、テープ等を作成するなど工夫する必要があります。

　　　これは、利用者の自己選択・自己決定を尊重したサービス利用を実現するため、書面の交付段階ではなく説明段階で、障がいの特性に応じた適切な対応が求められるためです。



○　指定障害福祉サービスの契約をしたときは、受給者証記載事項を市町村に遅滞なく報告することとな

っています。

○　受給者証記載の支給量を超えるものの、利用者の心身の状態から引き続きサービス提供が必要な場合

には、事業者は支給決定市町村と相談のうえ、引き続き利用が可能となるよう支援が必要です。
　○　通所サービスにおいて、原則の日数（各月の日数から８日を控除した日数）を超えてサービス提供する場合には、連続する３ヶ月以上１年以内におけるサービス提供日数の総和が原則の日数の総和の範囲内であることを、予め県（所轄広域振興局の保健福祉環境部等）に届出ることが必要となっています（「日中活動サービス等を利用する場合の利用日数の取扱いに係る事務処理等について」（平18障障発0928001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）。



　○　提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、次の場合に限られます。

　　①　当該事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合

　　②　利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合（通所の場合）

　　③　運営規程において主たる対象とする障がいの種類を定めている場合（※）であって、これに該当しない者から利用申込みがあった場合、その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合

　　④　入院治療が必要な場合

　　※　サービスの専門性を確保するためやむを得ないと認められる場合においては、対象とする障がいの種類（主たる対象者）を特定して事業を実施することが可能です
　　　　この場合には、運営規程にその旨規定するとともに、指定申請時に主たる対象者を特定する理由を提出することとなります（例：知的障がい者に対するサービス提供実績しかないため）。

　

　













利用者がその時点でのサービスの利用状況等を把握するため、事業者は、サービスを提供した際には、サービスの提供日、提供したサービスの具体的内容、実績時間数等の利用者に伝達すべき事項を、サービス提供の都度記録するとともに、利用者の確認を得なければなりません。

　　（入所施設の場合には、記録はサービス提供の都度である必要はなく、後日纏めて記録する場合でもよい（入所者に限る））

　　また、サービス提供記録には、利用者の心身の状況等について、詳細に記録することが求められます。

　　（※欠席時対応加算に該当する場合には、該当する加算名も記録することが求められますので、注意願います）







　　
○　障害福祉サービス事業の提供の一環として行われるものではないサービスの提供に要する費用に限り、利用者から負担を求めてサービス提供できることとされていますが、この場合には予め運営規程及び重要事項説明書に内容を明記のうえ、書面を交付して説明して同意を得る必要があります（例：送迎サービス　○○円等）

○　利用者に求める日常生活費については、予め利用者に対してサービスの内容及び費用の説明を行い、同意を得ることとされています。このことから、重要事項説明書や利用契約書に日常生活費の内容及び額を明記し、利用者から書面による同意を得る必要があります（特にも、食事のキャンセル料や入院時の光熱水費の負担の取扱いについて明記していないケースがあるので注意）。

また、利用者から徴収できる経費は、実費相当額に限ります。このため、積算根拠を整理するとともに、定期的に精算を行い、過受領額を利用者に返還する必要があります。
　　　加えて、ケアホーム・グループホームの世話人が食費、光熱水費を管理する場合には、世話人の日常生活費の管理に係る事務処理要領等を定めるとともに、世話人への定期的な金銭管理のチェック（管理者とサービス管理責任者による重畳的なチェック体制の構築）や支払い帳簿類の確認等を徹底してください。


〔利用者の食費、日常生活費等に関する主なＦＡＱ〕

　　食材料費は利用者と施設間との契約に基づき費用徴収します。食材料費の実費が230円を超える場合は、実費の負担を利用者に求めることができます。また、一般の方についても、食事の実費負担を求めることができます。



　　契約により、設定しても差し支えありません。


　　食費は利用者との契約で定められますが、あらかじめ利用者から連絡があれば食事を作らないことは可能であり、また、利用者がやむを得ずキャンセルした場合に徴収するかどうかは、社会通念に照らして判断すべきです。


　　低所得利用者については、食費のうち人件費相当分を報酬に加算することで、食費に係る実費負担については食材料費のみ徴収できることとなっています。施設は、加算額の多寡にかかわらず、定められた食材料費を徴収しても差し支えありません。

　　ただし、加算は低所得者の食費負担を軽減する趣旨で設けているため、実際の人件費が加算額を大きく下回る場合等においては、食材料費を軽減し、低所得者への負担に配慮することが望ましいです。なお、加算額が人件費に満たない場合に、当該不足額を低所得利用者に転嫁することは認められていません。


　　入所施設における光熱水費の範囲は、居室を含めて生活全般に係る費用となります。短期入所も同様です。


　　調理に係る費用については、基本的には調理員の人件費等を想定しているが、調理に係る光熱水費を含めても差し支えありません。


　　指定基準におけるその他生活に必要となる費用であって利用者に負担を求めることが適当であるものとして、契約関係において利用者に請求できます。ただし、生活介護サービスとして提供する場合には、人件費等を請求することはできません。


　　指定短期入所事業所への利用に当たっては、利用者自ら入所することを基本としています。しかし、障がいの程度等により自ら入所することが困難な利用者に対しては、円滑な指定短期入所の利用が図られるように、送迎に要する費用について、報酬上一定の評価を行っていることから、送迎を実施するなどの配慮を行うことが望ましいです。

　　ただし、燃料費相当額については、サービス提供に関係ない費用として、利用者に負担を求めることは差し支えありません。


　　利用者の都合から突然サービスを利用しない場合にキャンセル料を徴収することについては、利用者と事業者の契約に基づきますので、可能です。ただし、キャンセル料金の積算根拠は各事業者で整理が必要であり、過大な額を徴収することは社会通念に照らして必ずしも適切とはいえません。

　　なお、通所施設における「欠席時対応加算」（94単位）を算定する場合には加算で評価されているため、キャンセル料の徴収はできません（食費等の実費相当は除く）。


　　おむつ代については、利用者が自ら負担することが基本となります。しかし、おむつを常時利用する必要のある重度の障がい者の利用が見込まれる「生活介護」については、指定生活介護事業所が一律におむつを提供する場合、報酬上一定の評価をしていることから、利用者から負担を求めてはいけません。ただし、利用者の希望および選定により、当該指定生活介護事業所が一律に提供するおむつ以外のおむつを提供する場合にはその限りではありません。

　　詳細は、各事業者の判断になりますが、施設で提供する日用品費等全てについて、全額自己負担とすることのないよう配慮することが重要です。



　【利用者負担上限額管理の概要】

　　利用者負担については、利用者の負担軽減を図るため、支給決定を受けた障がい者の所得等に応じて負担上

限月額を設けることとしています。このことから、支給決定障がい者の１月当たりの利用者負担額が負担上限

月額を超過することが予測される者については、利用者負担の上限額管理が必要となります。

　【対象者】

　　次のいずれにも該当する方で、市町村が支給決定の際に認定します。

　　○　支給決定時に定率負担が利用者負担額上限月額を超える可能性があるものとして市町村が認定した者

　　○　同一月において複数のサービス事業所からサービスを利用する者
　【基本的な流れ】

　　



　

　【上限額管理者になる優先順位】

　　次の順番となっています。

　　(1)　居住系サービス（障害者支援施設、共同生活介護、共同生活援助、宿泊型自立訓練）

　　(2)　相談支援事業所

　　(3)　日中活動系サービス

　　(4)　訪問系サービス

　　(5)　短期入所
　　　※１　居住系サービス事業者、相談支援事業者は利用者負担上限額管理が業務の一環として位置付けられていることから、上限額管理対象者が当該事業所のサービスを利用している場合は必然的に上限額管理者となる。

　　　※２　上限額管理対象者が、居住系サービスを利用しておらず、複数の日中活動サービス事業者からサービス利用している場合は、原則、サービス利用契約の多い事業所が上限額管理者となります。

　　【月途中に入退所があった場合の取扱】

　　　　施設や共同生活介護、共同生活援助事業所への入退所など、上限額管理者が変わる場合には、原則として、月末時点で上限額管理者となる事業所が上限額管理を行います。ただし、月後半に退所があった場合など、異動の時点や態様によっては異動前の上限額管理者が上限額管理を行うことが円滑である場合には、異動前の上限額管理者が上限額管理を行っても差し支えありません。

　　【利用者負担上限額管理加算について】

　　　通所サービスが対象となります。障害者支援施設、共同生活介護、共同生活援助、短期入所事業所等は対象となりません（加算要件については、報酬の部で解説します）。



○　市町村から介護給付費の支払いを受けたときは、本来の受領者である利用者に対して代理受領した金額等を書面により通知することが求められています。




　○　利用者に説明する支援上必要な事項とは、個別支援計画の目標及び内容に加えて、行事及び日課等を含みます。

　○　自ら提供するサービスが適切であるかどうか自己評価し、サービスの質の向上に努めること（自己評価表の整備、満足度調査の実施等）。また、評価結果については、利用者に配布する、事業所の見やすい場所に掲示するなど、積極的な公表に努めることが必要です。なお、必要に応じて第三者評価の導入を検討願います。




○　個別支援計画策定の主要ポイントは次のとおりです。この基本的な流れを着実に実施できる能力がサービス管理責任者に求められます。また、生活支援員・職業指導員等の多職種協働で計画を作り上げていくことが求められます。

　　　




○　障害福祉サービスによっては、支援内容に応じて各種加算が申請できますが、サービス提供に当たっては

予め個別支援計画にその旨位置付ける必要があります。特にも入院時の加算に関しては、現在は容態が安定

して当面入院が必要と思われない利用者であっても、不測の事態に備えて、入院時の支援内容を個別支援計

画に位置付けるのが適切と思われます（家族の支援が困難な場合に限る）。
　【報酬告示・解釈通知等に基づき、各種加算において個別支援計画に予め記載が必要な支援体制】

	支援内容
	具体的内容
	加算内容

	入院時の支援体制

（ケースが多い事例）
	入院時に家族の支援が困難であることから、施設職員が病院との連絡調整、被服の提供を実施する。
	・入院時支援特別加算（障害者支援施設、、ＣＨ、ＧＨ、宿泊型自立訓練）

・長期入院時支援特別加算（ＣＨ、ＧＨ、宿泊型自立訓練）

・長期入院等支援加算（障害者支援施設）

	訪問支援体制

（ケースが多い事例）
	３ヶ月以上継続して利用している利用者が、最近５日以上利用しない場合において、居宅を訪問して家族との連絡調整等を実施する。
	訪問支援特別加算（生活介護、児童デイ、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、Ｂ型）

	家庭連携体制

（ケースが多い事例）
	障がい児の居宅を訪問し、障害児及びその家族等に対する相談援助等の支援を行う。
	家庭連携加算（月４回を限度とする。児童デイ）

	施設外就労、施設外支援体制（ケースが多い事例）


	施設外就労（施設外就労加算）や施設外支援を行う。
	施設外就労加算、施設外支援（基本報酬のみ）（就労移行支援、就労継続支援Ａ型、Ｂ型）

	夜間支援体制

（ケースが多い事例）
	夜間支援が必要な内容（就寝準備、寝返りや排泄支援、服薬管理）に応じて、夜間支援従事者が支援を行う。
	夜間支援体制加算（ＣＨ）

	医療連携体制
	看護職員を派遣して、医療ケアを実施する。
	医療連携体制加算（児童デイ、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、Ｂ型、ＣＨ、ＧＨ）

	日中支援体制
	利用者が日中活動サービスを受けることができない場合において、昼間の介護支援を行う（１月２日を超えた場合）。
	日中支援加算（ＣＨ、ＧＨ、宿泊型自立訓練）

	自立生活支援体制
	単身での生活が可能な利用者に対し、単身生活への移行に向けた相談支援を行う。
	自立生活支援加算（ＣＨ、ＧＨ）

※支給決定市町村の承認、県の届出が必要

	帰宅時支援体制
	利用者が実家等へ帰省している場合おいて、家族との連絡調整や交通手段等の確保を行う。
	帰宅時支援加算、長期帰宅時支援加算

（ＣＨ、ＧＨ、宿泊型自立訓練）


※　平成21年度報酬改定により創設された「リハビリテーション加算」、「栄養マネジメント加算」については、原則、個別支援計画とは別に、「リハビリテーション実施計画」「栄養ケア計画」を策定する必要があります（ただし、個別支援計画において、リハビリテーション実施計画、栄養ケア計画と同レベルの計画を盛り込んでいる場合には、個別支援計画をもって代用することでも差し支えありません）。


　　【個別支援計画への記載例】

	体制
	利用者のアセスメント・利用者の意向の記載例
	事業所側の支援記載例

	入院時の支援体制
	家族が高齢で利用者を常時介護するのが難しい。入院の際は衣類の補充・洗濯物の持ち帰り・整容を行ってほしい（家族の要望）。
	家族の状況から入院時の支援が不可欠であることから、入院の際は、衣類の補充・洗濯物の持ち帰り・整容等の支援を行うこととしたい（週２～３回程度）。

	訪問支援体制
	利用者は統合失調症を罹患しており、周りの利用者との接し方に悩みを持ち、時折サービスを利用しない日が多い。サービスを利用しない日が長引いた場合には訪問支援してほしい（家族の要望）。
	通所日で５日以上利用がない場合には、予め利用者又は御家族の同意を得て自宅を訪問して、利用者の状況の把握と必要な相談援助を行います。なお、１回の利用は２時間程度です。

	家庭連携体制
	利用者の母親は、共働きのために育児に時間を割くことが難しい。このため利用者の介助の仕方等に不安があり、時折育児の方法について支援を受けたいという申出がある（アセスメント、保護者の要望）。
	・母親の要請を受け、家庭を訪問し、利用者の状況と支援内容を説明します。また最近の利用者の状況を踏まえ、育児に当たり、介助が必要な事項をアドバイスします。（月２回程度）

	施設外就労の体制
	・日頃はガラス工芸細工（コースター）の絵付けを行っている。作業も真面目で１日15個は仕上げることができる。絵の内容もイラスト例を忠実に書いており、良好な製品を仕上げている。しかし、周りの利用者を気にすることがあり、時折集中力に欠ける場面もある（アセスメント）。

・将来的には、施設を出て地域で働き、少しでも両親を安心させたい。施設の外で仕事をして、社会のきまりや仕事のわざを色々身に着けたい。（利用者の要望）。
	・利用者はこれまで授産施設でガラス細工の絵付け

を行っており、仕事に対する意気込みや作業能力は

高いものと評価できる。しかし集中力等が不足して

おり社会に適応できる訓練が必要である。このため

引き続き通常生活での支援を行っていく。

・本人は施設外での就労を希望していることから、

職場での適応訓練を進めるため職員が同行して施設

外での就労の機会の提供に努めていくこととしたい。職場に定着した場合には職場実習への移行を進めたい。

	夜間支援体制
	・夜間時に時折失禁することもあるので、夜尿時の支援をお願いしたい。

・深夜帯に統合失調症の症状が見られるので、必要に応じて服薬支援をお願いしたい。
	・夜間支援従事者が夜３時頃に夜尿起こしをし、利用者の排泄を支援したい。

・深夜帯の統合失調症の症状に備え、利用者の症状に応じて適切な服薬支援を行うこととしたい。


　　　⇒利用者の状態、家族の意向等を踏まえて記載し、かつ利用者・家族から書面による同意を必ず得ること。

　　　⇒通常は施設外就労を実施しているものの、ユニット別の利用者数が３名を満たさない場合には、施設外

支援として個別支援計画に位置付けることで報酬対象となる。よって、施設外就労と施設外支援の双方を

実施する場合には、それぞれ個別支援計画へ位置付ける必要があることに注意。


　　※　障害者支援施設の場合は、利用者が当該障害者支援施設以外において生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型の利用を希望する場合には、他の指定障害福祉サービス事業者等との利用調整等必要な支援を実施しなければならないこととされています。




　　※　障害者支援施設（施設入所支援に限る）は食事の提供は義務。

　　○　上記基準のほか、検食の実施（複数職員によること）、嗜好調査及び残菜調査の実施を行うことが必要です。

　　○　調理の外部委託は差し支えないですが、この場合には委託先に栄養士が配置されていること、調理業務の相当な経験を有すること等が求められます（入所施設にあっては施設側にも栄養士の配置が必要です）。

　　○　保存食は－20℃以下で14日間保存すること（原材料及び調理済食品とも）。

　　○　調理担当者の検便は１月に１回以上必要とされています。



　　※　障害者支援施設は、施設入所支援を利用する利用者に対して、毎年２回以上定期に健康診断を行わなければならない（施設入所支援利用者は特定検診の対象外であり、施設側の負担で健康診断を行うこと）。






　○　利用定員について、多機能型事業所の場合は各障害福祉サービス別に定めることとなります（例：就労移行支援６名、就労継続支援Ｂ型14名）。また、共同生活介護及び共同生活援助にあっては、共同生活住居及びユニットごとの入居定員を定めることとなります。
　　　また生活介護、施設入所支援において複数単位を設ける場合には、単位別に利用定員を設けます。

　○　支給決定障害者から受領する費用の種類及びその額とは、食事の提供に要する費用、材料費、日用品費、被服費や、日常生活において通常必要となるものに係る経費等を指します。

　○　虐待の防止のための措置に関する事項とは、具体的に次の項目について定めることとされています。

　　　ア　虐待の防止に関する責任者の選定（例：管理者、サービス管理責任者等）

　　　イ　成年後見制度の利用支援

　　　ウ　苦情解決体制の整備

　　　エ　従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施

　　　　（虐待防止のためのマニュアルを作成することが望ましい）

　○　その他運営に関する重要事項とは、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う際の手続き等を定めることが望ましい。



○　勤務体制の確保のため、勤務割表は、月ごとに事業所毎に作成するものとし、管理者を含めた当該事業に関わる従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、他の職種等との兼務関係を明確にしたものとする必要があります。特にも、多機能型事業所・障害者支援施設（複数サービスを提供する場合）では、各サービス別に従業者が勤務すべき日・時間を整理することとなります（例：午前に生活介護、午後に就労移行支援の生活支援員を兼務する場合には、各サービス別に勤務時間を整理する）。

○　常に人員基準以上の人員が配置されているか確認をし、職員の異動・退職等の場合には、引き続き人員基準上の人員を確保し続ける体制とする必要があります（代替職員の確保等）。

　　　なお、報酬において人員欠如減算の対象となる事業所にあっては、基本報酬に100分の70を乗じて得た額を請求することとなります。

　○　法人の代表、役員が管理者やサービス管理（提供）責任者となる場合であっても、就業場所、従事業務、勤務時間等を明らかにしてください。また、複数の事業を兼務する従業者にあっては、兼務関係を服務上明らかにするために、兼務発令を実施してください。
　○　事業所は、年間計画等を策定し、従業者の資質向上のための研修を実施し、実施後は日時、出席者、内容等を記録のうえ資料とともに保存する必要があります。

○　事業所内での研修としては、従業者の支援技術の向上のほか、職員の人権意識の高揚、感染症予防、事故やヒヤリ・ハット、虐待防止、成年後見制度、苦情対応等の内容が考えられます。

　○　研修に参加しなかった従業者や新規従業者のため、外部研修を受講した従業者に研修結果を記録させ、事業所職員内で情報を共有する対応（発表会の開催等）を実施することが望ましい。






○　指定基準第70条（在宅系サービス以外の他サービスも準用）に基づき、必要な設備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備する必要があります。また、定期的に避難訓練、救出等の訓練を行うことが求められています（入所施設は年２回、共同生活介護・共同生活援助でも年２回の実施が望ましい）。加えて、入所施設では、夜間を想定した訓練を年１回以上実施することとされています。

　○　消防計画に記載する事項は、主に次の項目です（消防法施行規則第３条）

・自衛消防の組織に関すること。
・防火対象物についての火災予防上の自主検査に関すること。
・消防用設備等の点検及び整備に関すること。
・避難通路、避難口、安全区画、防煙区画その他の避難施設の維持管理及びその案内に関すること。
・防火壁、内装その他の防火上の構造の維持管理に関すること。
・定員の遵守その他収容人数の適正化に関すること。
・防火上必要な教育に関すること。
・消火、通報及び避難の訓練の実施に関すること。
・火災、地震その他の災害が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導に関すること。
・防火管理について消防機関との連絡に関すること。
・増築、改築、移転、修繕又は模様替えの工事中の防火対象物における防火管理者又はその補助者の立会
いその他火気の使用又は取り扱いの監督に関すること。
・前各号に掲げるもののほか、防火対象物における防火管理に関し必要な事項。
　　　（※消防計画の雛形等は、所在する消防署等にお問い合わせ願います）



　○　感染症（インフルエンザ、Ｏ157、レジオネラ症等）又は食中毒の発生及びまん延を防止する措置を講じ、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携を保つこととされています。

　○　従業者及び利用者の清潔の保持のため、消毒設備や使い捨ての手袋等感染を予防するための備品を備える等の対策を講じる必要があります。また、トイレでのタオルの共用はしないでください。




　　※　障害者支援施設、共同生活介護又は共同生活援助の場合にあっては、協力歯科医療機関を定めるよう努めることとされています。

　○　出来るだけ近距離にあり、かつ利用者の症状等に応じた診療科の医療機関と選定する必要があります（内科、精神科など。なお、機能訓練を行う場合は整形外科等も含めることが望ましい）




　○　掲示内容は、利用者の態様に応じ、ルビを振る等の工夫をお願いします。




　○　やむを得ず身体拘束する場合には、その態様及び時間、利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなりません。



　○　事業者は、従業者又は従業者であった者が業務上知り得た秘密を漏らすことがないよう、就業規則等にその旨規定するとともに、守秘義務を担保するために誓約書を提出させるなどの所要の措置を講じる必要があります。

　○　個人情報を他の指定障害福祉サービス事業所と共有する場合には、予め文書により同意を得る必要がありますが、重要事項説明書に明記のうえ利用者及び家族から包括的な同意を得ることでも差し支えありません。



　　○　相談窓口、苦情受付担当者（例：サービス管理責任者）、苦情解決責任者（例：管理者）を設置するとともに、苦情処理窓口（苦情受付担当者、苦情解決責任者、市町村及び岩手県福祉サービス運営適正化委員会）及び連絡先等を重要事項説明書に記載するとともに、事業所に掲示することが求められます。

　　○　苦情に対して事業所として迅速かつ適切に対応するために、苦情の受付日、内容等を記録するとともに、苦情解決責任者が主体的に原因の分析と再発防止策の検討・事業所内職員の情報共有が実施できる体制を構築する必要があります。

　　○　苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえた研修等や次に掲げる取り組みを積極的に実施することが求められます。

　　　（苦情解決のマニュアル（手順）の作成、苦情受付の確立・体制の整備、再発防止措置（原因解明、分析）、第三者委員の設置、サービスの自己評価、満足度調査、研修会の開催）


　　○　事故発生時における県、市町村への報告は速やかに実施する必要があります（第１報を電話で行い、その後文書による報告を行う）が、報告が必要な事故の類型としては次のとおりです。県への報告先は、広域振興局等の保健福祉環境部に行います。

	報告を求める事故の種類
	事故等の具体例

	①　死亡
	利用者または職員のサービス提供中に発生した事故等による死亡、または施設入所者の自殺及び変死

	②　傷病等
	サービス提供中に発生した怪我等により治療を必要とする場合、食中毒、感染症等が発生した場合（利用者の自傷行為、自殺未遂等を含む）

	③　暴力
	利用者間、利用者職員間の暴力行為

	④　犯罪行為
	利用者が当事者となった犯罪、職員による業務に関連した犯罪行為

	⑤　施設入所者の無断外出
	警察への通報、捜索を要する入所者の無断外出

	⑥　火災を含む災害の発生
	火災やその他災害等による物的、人的被害が発生した場合

	⑦　交通事故
	サービス提供中に発生した利用者の交通事故、職員による業務中の人身事故又は道路交通法違反に問われる物損事故

	⑧　人権侵害、虐待等
	事業所内で発生した人権及びプライバシーの侵害、いじめ、ネグレクト等の虐待

	⑨　その他
	上記の例に準ずると認められる利用者及び職員に係る事故、事件など


　　　また、食中毒及び感染症については、次の事案が発生した場合には、速やかに事故報告する必要があります。なお、新型インフルエンザに関しては、インフルエンザ様症状が見られる利用者・職員が10名以上発生した場合には保健所への報告が必要です。

　　　ア　同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者が１週間に２名以上発生した場合

　　　イ　同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる者が10名以上又は全利用者の半数以上発生した場合

　　　ウ　ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者が報告を必要と認めた場合

　○　事故が発生した場合には、速やかにその原因を究明し、再発防止策を講じる等のリスクマネジメントを実施することとされています。特にも、日頃のヒヤリ・はっと事例の収集と分析、職場内での再発防止策の検討が事故防止に繋がります。各施設において利用者支援のマニュアルを作成するなど、効果的な事故防止対策に努められるようお願いします（「福祉サービスにおける危機管理（リスクマネジメント）に関する取り組み指針」（平成14年３月28日福祉サービスにおける危機管理に関する検討会）を参照）。



○　指定事業所ごとに経理を区分するとともに、事業会計とその他の会計（収益事業、公益事業、日常生活費、預かり金等）を区分する必要があります。特に、同一事業所で複数のサービスを提供している場合（多機能型事業所、障害者支援施設入所施設に併設している短期入所事業所）や、制度が異なるサービス（介護保険事業と障害福祉サービス事業）について、経理が区分されていない事案が見受けられますので注意してください。

○　人件費、光熱水費等の共通的に必要な経費にあっては、人員割、面積割等の合理的な算定方法により按分のうえ計上する必要があります。






　○　利用者預り金は、事前に書面で同意を得るとともに、支払状況や残高等を定期的に情報提供する必要があります。また、通帳・現金と印鑑とは別々に保管するとともに、必ず管理者のチェックを経て払い出しのうえ、利用者へ交付してください（担当者のみが事務処理しないこと）。

○　預かり金手数料を徴収する場合には、その手数料の決定根拠等を整理しておく必要があります（手数料は職員の負担等を考慮しつつ、社会通念に照らして実費相当にしてください）。


(２)　各サービス固有の事項（日中活動サービス）

　　①　介　護　　（対象：生活介護）

　　②　訓　練　　（対象：機能訓練、生活訓練）


　　○　利用者が地域生活へ移行した後、少なくとも６ヶ月以上の間は、利用者の生活状況の把握及びこれに関する相談援助又は他の障害福祉サービスの利用支援等を行わなければならないこととされています。

　　③　生産活動・就労　　（対象：生活介護、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型）



　　○　工賃の支払いに当たっては、工賃の種類（本給、評価給、手当等）、支給日、利用者の作業日数や能力等に応じた客観的な評価基準を盛り込んだ「工賃規程」を定め、利用者又はその家族への説明及び同意が必要となっています。
　≪工賃規程（参考）≫




　　○　就労移行支援、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型にあっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことを支援するため、工賃水準を高める努力が必要です。

　　○　就労継続支援Ｂ型にあっては、利用者工賃の月額平均額が3,000円以上とするよう努め、かつ昨年度の平均工賃を利用者に通知することとされています。

　

　　④　職場実習・職場開拓（対象：就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）


　　○　就労移行支援事業のサービス提供の仕組みや関係機関との連携体系は次ページのとおりです。
















　　○　就労継続支援事業においても、希望者に対して一般就労に向けた職場実習先の開拓、公共職業安定所や障害者・就業支援センターなどと連携を図り、求職活動の支援と就職後の職場定着支援に努めることとされています。

　　○　就職後の職場定着支援について、就職後６ヶ月を経過した後は、障害者就業・生活支援センター等に支援を引き継ぎ、利用者への相談支援が継続的に行われるようにすることが大切です。

　　○　職場実習時において、就労支援員（就労移行支援事業）、生活支援員又は職業指導員（就労継続支援）が随行しない場合には、その期間中は実習先における利用者の状況を利用者本人や実習先事業者から聞き取って日報を作成し、少なくとも１週間ごとに、個別支援計画の達成状況を確認のうえ、必要に応じて見直しを行うことが必要となっています。
　　○　就労移行支援事業にあっては、毎年、前年度における就職した利用者数及び就職後６ヶ月を超えて職場へ定着している者の数を県に報告する必要があります。

　　⑤　雇用等（対象：就労継続支援Ａ型）


　　○　就労継続支援Ａ型利用者は、労働関係法規（労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法等）の適用を受けます（労働者となる）が、就労継続支援Ａ型単独の事業所の場合には、就労継続支援Ｂ型の対象となる方に対して雇用契約を締結しないでサービス提供することもできます（労働関係法規にいう労働者ではありません）。

　　　　この場合には、作業内容及び作業場所を区別するなど、利用者が提供する役務と賃金（工賃）との関係を明確にする必要があります。勤務表及びシフト表も別々に管理することが必要です。

　　○　最低賃金を下回る賃金を支給する場合には、予め労働局に対して最低賃金適用除外許可の申請を行い、その許可を得ておくことが必要です（詳細は、「障害者自立支援法の施行に伴う最低賃金適用除外許可手続きについて」（平成18年10月２日障障発第1002001号）を参照）。

　　

　　○　就労継続支援Ａ型事業において就労の機会の提供として行われる事業は、利用者のために行われるものであることから、利用者以外の雇用について制限を設けたもの（利用者以外の雇用が多い場合には、利用者の賃金水準の低下が懸念される）。

　　⑥　施設外支援・施設外就労（対象：就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型）

　　≪１　施設外支援≫






　　≪２　施設外就労≫

　


　(事例)












（３）　各サービス固有の事項（居住系サービス）

　　①　社会生活の便宜の供与（施設入所支援、共同生活介護、共同生活援助）

　　○　郵便、証明書等の交付申請等、利用者が必要とする手続等について、利用者又はその家族が行うときが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意を得た上で代行します。特に、金銭に係るものについては、書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した後はその都度本人の確認を得る必要があります。

　　②　施設入所支援利用者の入院期間中の取扱（施設入所支援）


　　○　「やむを得ない事情がある場合」とは、単に当初予定の退院日に満床にあることをもって該当するものではなく、利用者の退院が予定より早まるなどの理由によりベットの確保が間に合わない場合を指します。

　　○　空床を短期入所に利用することは差し支えないですが、利用者が退院する際に円滑に再入所できるように計画的なものでなければなりません。

　　③　共同生活介護、共同生活援助の支援等（共同生活介護、共同生活援助）



　　○　サービス体制の確保及び夜間における緊急時の対応等のため、入所施設や指定障害福祉サービス事業所等との支援体制が整備されていなければなりません。特にも、夜間・緊急時における24時間の連絡体制がきちんと取れていることが重要です。


５　自立支援費給付費の会計上の運用について
　　○　自立支援給付費は、支援費と同様に、指定障害福祉サービス等を利用者に提供した対価であることから、原則として使途制限はありません。

　　　　ただし、社会福祉法人にあっては収益事業への充当、社会福祉法人外への資金の外部流出（欠損金の補填は除く）及び役員報酬等の実質的な剰余金の配当は認められていません。

　　○　自立支援給付費を主たる財源とする資金の繰り入れは、当該事業会計上の経常活動資金収支差額に資金残高が生じ、かつ当期資金収支差額合計に不足が生じない範囲で、他の社会福祉事業（他の指定障害福祉サービス事業等も可）又は公益事業に資金を繰り入れても差し支えありません。

　　○　資金の繰り替え運用も差し支えありませんが、年度内の補填が必要となります。

　　（「障害者自立支援法の施行に伴う移行時特別積立金等の取扱いについて」（平18障発第1018003号））

６　指定障害福祉サービス事業実施に伴う定款の事業名の記載について
　(1)　社会福祉法人の場合

　　　社会福祉法人の場合は、社会福祉法人定款準則（平成19年度改正）に従い、次のとおり記載することとなっています（既に事業を展開している法人が別な場所において同種事業を実施する際の手続きを簡素化し、迅速な事業展開を容易にするためです）。

　　　①　第一種社会福祉事業　　　障害者支援施設の経営

　　　②　第二種社会福祉事業　　　障害福祉サービス事業の経営
　　　　　※　複数事業を展開する場合であっても、具体的な事業名までは記載する必要がありません。

　(2)　社会福祉法人以外の場合

　　　(1)の社会福祉法人の場合に準じて記載願います（例：障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の経営）。

【補足】　基準該当事業所の指定基準について
　　基準該当事業所とは、地域において指定障害福祉サービス事業によるサービス提供が少ないなどの理由などで指定障害福祉サービスを受けることが困難な障がい者に対するサービス提供のため、市町村が事業者を指定してサービス提供するものです。

　　基準該当障害福祉サービス費の支給は原則として償還払となりますが、事務の効率化の観点から、基準該当障害福祉サービスに関する基準を満たす事業者であって、支給決定障がい者に対して繰り返しサービス提供する場合には、市町村において代理受領でも差し支えない取扱となっています。

　　なお、報酬額は別途基準該当サービスの報酬額が定められています。

　(1)　生活介護、機能訓練及び生活訓練の基準該当事業所の基準

　　　　介護保険法に基づく指定通所介護事業者であることが要件です（基準該当事業所のみの定員要件はありません）。

・人員は、指定通所介護事業所の利用者と基準該当サービスの利用者の数を合算した数における指定通所介護事業所の人員基準以上の数が要件となっています（サービス管理責任者の配置は必要ありません）。

　　　・設備は、指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介護の利用者と基準該当サービスの利用者の数を合算した数で除して得た面積が３㎡以上であることが要件です。

　　　・報酬額は、生活介護が728単位、機能訓練が785単位、生活訓練が748単位です。食事提供体制加算に関しては指定事業所と同様に加算できます。

　(2)　児童デイサービスの基準該当事業所の基準

　　　・人員は、指導員又は保育士の配置は指定事業所と同じですが、サービス管理責任者に関しては専任要件はありません（1以上）。なお、定員は10名以上とする必要があります。

　　　・設備は指定事業所と同じ要件ですが、指導訓練室は独立した部屋として確保する必要はありません（ただし、利用者に対するサービス提供に支障がないスペースを確保する必要があります）。

　　　　※　生活介護事業所又は介護保険法に基づく指定通所介護事業所がサービス提供する場合には、生活介護の基準該当事業所と同様の取扱となります。

　　　・報酬額は指定事業所と同様ですが、福祉専門職員配置等加算及び指導員加配加算は対象外です。

　(3)　就労継続支援Ｂ型の基準該当事業所の基準

　　　　社会福祉法又は生活保護法に基づく授産施設が該当します（基準該当事業所のみの定員要件はありません）。

　　　・人員は、上記授産施設として必要とされる数を有し、かつ１人以上をサービス管理責任者とする必要があります（専従要件はありません）。

　　　・設備は、上記授産施設として必要とされる設備を有することとされています。

　　　・報酬額は、（（保護施設事務費÷22÷0.945÷10）＋23）×1.04で算定した額か、授産施設における利用定員に応じた就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）のいずれか少ない単位数です。

　　　　初期加算、食事提供体制加算、欠席時対応加算に関しては指定事業所と同様に加算できます。

　(4)　特定基準該当障害福祉サービス事業所の基準
　　　　特定基準該当障害福祉サービスとは、多機能型サービス（生活介護、児童デイサービス、機能訓練、生活訓練、就労継続支援Ｂ型のうち２つ以上のサービス）を行う基準該当事業所であり、利用定員が10名以上のものを指します。各サービス別の利用定員は１名以上とすることができます。

　　　・特定基準該当障害福祉サービスは、本県では山村振興法に基づく振興山村地域に認められています。

　　　・人員は、次のとおりとなっています。

　　　　　○　医師は、利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うために配置（非常勤でも

よい。生活介護サービスを行う場合のみ）。

　　　　　○　看護職員は、１以上の配置（非常勤でもよい。生活介護または機能訓練サービスを行う場合のみ）

○　理学療法士又は作業療法士は、１以上の配置（生活介護または機能訓練サービスを行う場合のみ。なお生活介護にあっては、利用者への機能回復訓練を行う場合に限る。非常勤でもよい）。

　　　　　○　生活支援員は、常勤換算方法により、次に掲げる数の合計数以上で、１人以上は常勤であること。

　　　　　　　ア　生活介護、機能訓練、生活訓練の利用者数を６で除した数

　　　　　　　イ　児童デイサービスの利用者数を５で除した数

　　　　　　　ウ　就労継続支援Ｂ型の利用者数を10で除した数
　　　　　○　職業指導員は、１以上（非常勤でもよい。就労継続支援Ｂ型サービスを行う場合のみ）。

　　　　　○　サービス管理責任者は、１以上で最低１人は常勤であること。

　　　　　○　管理者は、１以上（業務に支障がない範囲で他職務の兼務は可能）

　　　・設備は、指定生活介護と同様です。

　　　・報酬は、指定事業所と同様の報酬額を算定しますが、一律に20人以下の単価（児童デイサービスにあっては10人未満を、就労継続支援Ｂ型にあっては10：１の単価）を適用します。

　　　　原則、指定事業所と同様に次に掲げる各種加算ができます（例：福祉専門職員等配置加算、人員配置体制加算（生活介護）、指導員加配加算・家庭連携加算(児童デイサービス)、視覚・聴覚言語障害者支援加算、欠席時対応加算、初期加算、訪問支援特別加算、食事提供体制加算）。

　　　　
　(5)　小規模多機能型居宅介護事業所における基準該当生活介護事業所の基準（平成22年６月新設）　　

　　　　介護保険制度で運営している小規模多機能型居宅介護事業所において、基準該当生活介護事業所を兼ねることができることとなっています。


障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業所・施設の運営に係る





基本テキスト





本テキストは、主に下記基準を基に作成していますので、詳細を御確認願います。


・「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成18年９月29日厚生労働省令第171号。最終改正は平成21年７月15日）


・「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成18年12月６日障発第1206001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）


・「障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成18年９月29日厚生労働省令第172号。最終改正は平成21年３月30日）


・「障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成19年１月26日障発第0126001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）








（１）　人員配置


一つの事業所としての人員配置のほか、直接サービス提供職員はそれぞれ事務所ごとに専従常勤職員を１以上配置していること





（２）　事業運営


①　利用申込みに係る調整、職員に対する技術指導等が一体的であること


②　事業所間で相互支援の体制があること


③　事業の目的や運営方針、営業日・営業時間、利用料等の運営規程が一本化されていること


④　職員の勤務体制、勤務内容等の管理方法が一元的であること


⑤　人事、給与・福利厚生、勤務条件等に関する職員の管理方法が一元的であること


⑥　事務所間の会計管理が一元的されていること





（３）　地域的範囲


主たる事業所と従たる事業所は、同一の日常生活圏域にあって、サービス管理責任者の業務遂行に支障の無い距離にあること。（主たる事務所と従たる事務所の間は、通常の移動手段により概ね３０分以内で移動可能な範囲を目安とするが、個別案件により判断するため、事前に相談すること。）





就労継続支援Ｂ型15名





就労継続支援Ｂ型10名





従たる事業所





主たる事業所





合計定員


25名





一つの事業所として指定





≪判断基準≫


①管理者が同一、サービス管理責任者が総利用者数に応じて配置


②事業運営が一体


③従たる事業所が主たる事業所と同一の日常生活圏域にある（概ね30分以内に移動可能）





１





一つの事業所として指定





主たる事業所





従たる事業所





合計定員


30名





生活介護　10名





就労継続支援Ｂ型14名


生活介護６名





分場（通所部）　定員30名





本体施設（入所施設）　定員50名





指定障害福祉サービス事業所○○ワーク工房


（就労移行支援、就労継続支援Ｂ型）





障害者支援施設○○園


（日中：生活介護、生活訓練）


（夜間：施設入所支援）





一つの事業所として指定





お菓子の販売所





事業所





就労継続支援Ｂ型20名





２





○ 判断基準


・　サービス提供単位ごとにサービス提供職員の勤務体制が確保されている。


・　同一時間帯について、複数のサービス提供単位ごとに利用者が区分されている。


・　設備構造上、サービス提供単位ごとに完結している。


・　サービス提供単位ごとに利用者の障害種別が異なり、単位ごとに異なるプログラムが提供されている、又は、同一障害種別の場合は、日中・夜間を通じ異なる内容のプログラムが提供されている。


・　各サービス提供単位の最小利用人員はサービスの質を確保する観点から、事業として運営できる最小人員とする。


（療養介護及び生活介護　20人、 施設入所支援　30人）





A（○○グループ）





定員20名





B（××グループ）





定員20名





従業者の人員は単位別に配置・管理する





３





４





8:30　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　17：30


事業者が就業規則等で定めた１日の勤務時間





8:30　　　　Ａ業務　　　　　12：00





8:30　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　17：30





　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　





　　Ａ業務　17：30　





13:00　　Ｂ業務　　　15：00





8:30　　　　Ａ業務　　　　　











　土地①　所有者Ａ








土地②　所有者Ａ





土地③


　所有者Ａ





土地④　所有者Ｂ





土地⑤　所有者Ａ（グループホーム）





道　　　路





５





６





サービス管理責任者の要件


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①②③の要件を全て満たせば



































実　務　経　験


①


障がい者の保健・医療・福祉・就労・教育の分野における直接支援・相談支援などの業務における実務経験（3～10年）


　　　　　　　注1、2、3








　研修の修了　


②　　　　　　　　　③





サービス管理責任者


として配置





実施事業に係る分野のサービス管理責任者研修を修了　　注5、6





相談支援従事者初任者研修（講義部分）を修了


　注4





研修に関する経過措置（H24.3.31まで）


実務経験の要件を満たしていれば、H24.3.31までに②③の研修を受講することを条件として、これらの研修を受講・修了していない場合であっても、暫定的にサービス管理責任者として配置することができる。





７





８





（注）実務経験及び日数換算について


１年以上の実務経験とは、業務に従事した期間が１年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が１年あたり１８０日


以上あることを言うものとする。


例えば５年以上の実務経験であれば、実務に従事した期間が５年以上であり、かつ実際に業務に従事した日数が９００日以上であるものを言う。








『平均障害程度区分』の算定


　（区分２に該当する前年度の延べ利用者数×２＋区分３に該当する前年度の延べ利用者数×３＋区分４に該当する前年度の延べ利用者数×４＋区分５に該当する前年度の延べ利用者数×５＋区分６に該当する前年度の延べ利用者数×６）／総延べ利用者数


　（算出結果は、小数点第２位を四捨五入する。経過措置利用者については算出対象から除く）


　※１　旧法指定施設が新体系に移行する場合の平均障害程度区分の算定については、新体系の移行を申請した日の前日から直近１ヶ月の平均障害程度区分等によって求める。


　　申請段階における平均障害程度区分については、移行後３ヶ月間の実績により、見直すことができる。


※２　新規に実施する事業者（旧法指定施設からの移行を除く）の平均障害程度区分の算定については、登録人員の障害程度区分などから推計した平均障害程度区分等を、移行後３ヶ月間、暫定的に適用する。


　　　申請段階における平均障害程度区分については、移行後３ヶ月間の実績により、見直しを行うものとする。





９





≪計算例１≫


　新規に利用定員30名の生活介護事業所（通所）を設置することとしている。この場合に指定基準上最低限必要となる看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員は何名か。


　なお、登録予定者の障害程度区分の内訳は、区分５が４名、区分４が９名、


区分３が７名、区分２が10名である。


　○　『平均障害程度区分』の算定（登録人員の障害程度区分から推計）


　　　（10名×２＋７名×３＋９名×４＋４名×５）／30＝3.23（小数点第２位以下を四捨五入）


⇒　平均障害程度区分3.2


　○　『利用者の数』の算定


　　　新規開設の場合は利用定員の９割とする。　　　　30名×0.9＝27名


　○　『看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数として必要とされる数』の算定


　　　利用者の数27名÷６（平均障害程度区分が４未満）＝4.5名


　　　よって、常勤換算上必要とされる数は、4.5名以上。うち、看護職員及び生活支援員はそれぞれ１名以上の配置を要することを前提に具体的な人員配置を検討する。


　　　例１）　看護職員１名（常勤）、生活支援員　常勤２名　非常勤　1.5名（常勤換算）


　　　例２）　看護職員１名（常勤）、理学療法士　非常勤0.8名（常勤換算）


生活支援員　常勤２名　非常勤　0.8名（常勤換算）

















≪計算例２≫


　知的障害者入所更生施設○○園は、生活介護50名、施設入所支援40名の障害者支援施設に移行する。指定申請日の前月から直近１ヶ月間の利用者の利用状況は別表のとおりである。この場合における指定基準上、生活介護において最低限必要となる看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員は何名か。


　なお、生活支援員は施設入所支援における夜勤を兼ねるものとする。








≪注意点≫


１　平均障害程度区分の算定には経過措置利用者は除くので、この場合には、施設入所支援利用予定者である区分３（50歳未満）及び区分２の者は算定から除外する必要がある。


２　人員の算定は、一般利用者と経過措置利用者を別々に行い、それを合算すること。


　○　『平均障害程度区分』の算定（指定申請日の前日の直近１ヶ月の状況から算定）


　　①　区分２に該当する前年度の延べ利用者数×２⇒通所41×２＝82


　　②　区分３に該当する前年度の延べ利用者数×３⇒285（通所74＋入所211）×３＝855


　　③　区分４に該当する前年度の延べ利用者数×４⇒479（通所81＋入所398）×４＝1,916


　　④　区分５に該当する前年度の延べ利用者数×５⇒入所224×５＝1,120


　　⑤　区分６に該当する前年度の延べ利用者数×６⇒入所60×６＝360


　　①～⑤の合計数は、4,333名


　　１ヶ月間の延べ利用者数は、経過措置利用者を除いて、1,089名


　　よって、4,333／1,089＝3.97（小数点第２位以下を四捨五入）　⇒平均障害程度区分4.0。


　○　『利用者の数』の算定


　　　旧法指定施設からの移行時の利用者の数とは、指定申請日の前日から直近１月間の全利用者の延べ数を


当該１月間の開所日数で除して得た数である。


　　　（一般利用分）


　　　入所：893÷30日＝29.76名⇒29.8名（小数点第２位以下切り上げ。通所も同じ）


　　　通所：196÷22日（原則の日数）＝8.909名⇒9.0名　　　　　　　　　　合計　38.8名
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　　　（経過措置利用者分）


　　　入所：227÷30日＝7.56名⇒7.6名（小数点第２位以下切り上げ）





　○　『看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数として必要とされる数』の算定


　　　（一般利用分）


　　　利用者の数38.8名÷５（平均障害程度区分が４以上５未満）＝7.76名　⇒7.7名…①


　　　（経過措置利用者分）　


　　　利用者の数7.6名÷10＝0.76名　⇒0.7名…②


　　よって、生活介護において最低限必要とされる従業者数は、①＋②＝8.4名となる。うち、看護職員及び生活支援員はそれぞれ１名以上の配置を要することを前提に具体的な人員配置を検討する。


例）　看護職員　２名（常勤）　生活支援員　常勤４名　非常勤　2.4名（常勤換算）


※　施設入所支援サービスにおける生活支援員の夜勤時間も常勤換算上の生活介護サービスの勤務時間に含めて算定することができる。（施設入所支援と併せた必要人員は別途検討する必要がある）
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サビ管１名（管理者兼務）


サービス提供時間は専任で配置（常勤）





定員　15名





定員　５名





17：00





13：00





10：00





午前クラス


（未就学児用）





午後クラス


（就学児用）





同一職員で対応（常勤）





非常勤





指導員又は保育士は３名





指導員又は保育士は２名
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生活介護を行う障害者支援施設では宿直では十分でないことに注意





≪夜勤と宿直の相違≫


・夜勤：夜勤は労働基準法第32条の２等に基づき労働組合（又は従業者の代表者）と協定を締結のうえ、１月の勤務時間週当たり平均が40時間の範囲内となるように勤務時間の割振りを変更する（労働基準監督署への届出を要する）例が多い。通常の賃金に加えて、深夜帯における割増賃金（深夜帯手当（午後10時～午前５時）25％。休日労働が深夜の場合は60％）の支給が必要となるものです。二交代制又は三交代制のケースがあります。


・宿直：労働基準監督署の許可を経て、当該事業所に宿泊して行う定期的巡視、緊急の文書又は電話の授受、非常事態の発生への対応を行うもの。労働基準監督署の許可の目安は次のとおりです。
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　１　常態として、ほとんど労働する必要のない勤務であること。


　２　通常の労働の継続ではないこと。


　３　相当の睡眠設備が設置されていること。


　４　宿直手当が支払われていること（従事する労働者の１日の平均賃金の３分の１以上）


　５　宿直が１週間に１回以内であること。


　６　宿直は利用者支援のため、入所者に対して行う夜尿起し、おむつ取替え、検温等の介助作業であって、軽度かつ短時間（10分程度）の作業を行う（重度の障がい者への頻繁な支援、支援の対象者が多い場合等で作業が長時間に及ぶものは宿直ではなく夜勤で対応すべき）。











休息





17：00　　Ａさん　　　　　　　　（準夜勤）　2：00





休息





0：00　Ｂさん（深夜勤）　　　　　　　　　　９：00





13：00　Ｃさん（日勤の遅番）22：00





5：00　　Ｄさん（日勤の早番）　14：00





割増賃金対象





施設入所支援対象期間（17：00～９：00）　16時間





休息





20：00　　　　　　Ａさん（夜勤）　　　　　　　　　　　　９：00





Ｂさん（日勤の遅番）　　～20：00





5：00～　　Ｃさん（日勤の早番）　





施設入所支援対象期間（17：00～９：00）　16時間
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≪多機能型事業所の人員配置の計算例≫


　社会福祉法人○○会は、新規に指定障害福祉サービス事業所（定員：40名）を開設することとした。


　対象サービスは、生活介護10名、就労移行支援10名、就労継続支援Ｂ型20名である。


　そのうち、生活介護を予定している登録予定者の内訳は、区分４が２名、区分３が５名、区分２が３名である。


　この場合における指定基準上最低限必要となる職員はどうなるか。なお、常勤の職員


が勤務すべき時間数は、１週間40時間（１日８時間）である。


　【算定例】


　　管理者１名。利用定員40名なので、サービス管理責任者１名（常勤）が必要。


　　なお、管理者とサービス管理責任者は兼務が可能となっている。
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　　次に直接処遇職員について、各障害福祉サービス別に常勤換算上必要な数を算定する。


　①生活介護


　　・平均障害程度区分の算定


　　　（２名×４＋５名×３＋３名×２）／10＝2.9　（平均障害程度区分４未満）


　　・利用者の数＝10名×0.9＝９名　　　このことから、９÷６＝1.5　名となる（常勤換算上必要な数）


　　　ただし、看護職員及び生活支援員は１名以上の配置を要することから、２名の配置となる。





　　　この場合、生活支援員は常勤職員１名の配置が求められるが、看護職員１名は非常勤（常勤換算0.5名　　


以上）の配置でも差し支えない（なお、理学療法士又は作業療法士は機能回復訓練等を行う場合を除いて　　


配置の義務はありません）。


　②就労移行支援


　　・利用者の数　10名×0.9＝９名


　　・就労支援員　９名／15名＝0.6名⇒１人以上は常勤となるため、１人の配置。


　　・職業指導員及び生活支援員　９名／６＝1.5名⇒ただし、職業指導員及び生活支援員は各１名以上の配　　


置を要する（うち１名以上は常勤）ことから、職業指導員１名（非常勤　常勤換算0.5名以上）、生活支　　


援員１名（常勤）の配置とする。


　③就労継続支援Ｂ型


　　・利用者の数　20名×0.9＝18名


　　・職業指導員及び生活支援員　18名／10＝1.8名⇒職業指導員及び生活支援員は各１名以上の配置を要す


る（うち１名以上は常勤）ことから、職業指導員２名（非常勤　２名合わせて常勤換算0.8名以上）、生活支援員１名（常勤）の配置とする。





　上記から、次の職員構成が考えられる。


　管理者兼サービス管理責任者１名（常勤）、看護職員１名（非常勤）、就労支援員１名（常勤）、職業指導員３名（非常勤３名）、生活支援員３名（常勤３名）。


　※　非常勤職員は、常勤換算上の勤務時間は確保のこと。
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≪障害者支援施設の人員配置の計算例≫


　社会福祉法人※※会は知的障害者入所授産施設（入所部50名、通所部20名　合計70名）を障害者支援施設に移行したいと考えている。障害者支援施設で行うサービス及び利用定員は、施設入所支援45名、生活介護20名、自立訓練（生活訓練）15名、就労継続支援Ｂ型（経過）35名とする予定である。


　各サービスへの移行を予定している利用者の１月の延べ利用者数等は、別表のとおりであった（生活介護対象者は障害程度別）。


　この場合における必要となる職員配置はどうなるか。


　なお、常勤の職員が勤務すべき時間数は、１週間40時間（１日８時間）である。また夜勤の生活支援員は非常時等を考慮して頭数２名とし、かつ頻度は負担を考慮して１週間１回までとする。








施設入所支援　45名


生活介護20名（入所15名、通所５名）


生活訓練15名（入所８名、通所７名）


就労継続支援Ｂ型35名（入所22名、通所13名）








障害者支援施設





【算定例】


　管理者１名。サービス管理責任者は日中活動サービスの利用者数が70名であることから、２名の配置を要する（うち１名は常勤職員であることを要する）。


　○　施設入所支援においては、利用者数が60名以下なので、夜勤する生活支援員１名を配置する（日中活動サービスの生活支援員を兼務できる）。しかし、夜勤対応する従業者のローテーションを考慮した場合に、１日に配置すべき夜勤職員は頭数で２名必要となる。





　次に日中活動サービスにおける直接処遇職員について、各障害福祉サービス別に常勤換算上必要な数を算定する。


　①生活介護


・『平均障害程度区分』の算定（指定申請日の前日の直近１ヶ月の状況から算定）


　　①　区分２に該当する前年度の延べ利用者数×２⇒通所18×２＝36


　　②　区分３に該当する前年度の延べ利用者数×３⇒143（通所58＋入所85）×３＝429


　　③　区分４に該当する前年度の延べ利用者数×４⇒94（通所20＋入所74）×４＝376


　　④　区分５に該当する前年度の延べ利用者数×５⇒入所78×５＝390


　　①～④の合計数は、1,231名


　　１ヶ月間の延べ利用者数は、経過措置利用者を除いて、333名


　　よって、1,231／333＝3.69（小数点第２位以下を四捨五入）　⇒平均障害程度区分3.7。


　・『利用者の数』の算定


　　　旧法指定施設からの移行時の利用者の数とは、指定申請日の前日から直近１月間の全利用者の延べ数を


当該１月間の開所日数で除して得た数である。


　　　（一般利用分）


　　　入所：237÷30日＝7.9名


　　　通所：96÷22日（原則の日数）＝4.36名⇒4.4名（小数点第２位以下切り上げ）　　　合計　12.3名


　　　（経過措置利用者）


　　　230÷30日＝7.66名⇒7.7名（小数点第２位以下切り上げ）
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　・看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員として必要な数の算定


　　　（一般利用分）


　　　利用者の数12.3名÷６（平均障害程度区分が４未満）＝2.05名　⇒2.0名…①


　　　（経過措置利用者分）　


　　　利用者の数7.7名÷10＝0.77名　⇒0.7名…②


　　　このことから、生活介護事業で最低限必要となる員数は、①＋②で2.7名（そのうち、看護職員１名及び生活支援員１名（常勤）が必要）。





②生活訓練


　　・『利用者の数』の算定　　


　　　入所：214÷30日＝7.13名⇒7.2名　通所：149÷22日＝6.77名⇒6.8名　合計　14名


・生活支援員として必要な数の算定　　14名÷６＝2.33　⇒2.3名　なお、生活支援員１名は常勤であることを要する。





　③就労継続支援Ｂ型


　　・『利用者の数』の算定


　　　入所：617÷30日＝20.56⇒20.6名　通所：254÷22日＝11.54⇒11.6名　合計　32.2名


　　・職業指導員及び生活支援員として必要な数の算定　32.2名÷10＝3.22名⇒3.2名。なお、職業指導員及び生活支援員は、各１名以上の配置（うち１名以上は常勤）を要する。





　上記から、日中活動サービスにおける指定基準上の最低人員は次のとおり考えられる。


管理者１名（常勤）、サービス管理責任者２名（常勤１名、非常勤１名）、看護職員１名（常勤）、生活支援員８名（うち常勤５名、非常勤３名）、職業指導員１名（常勤）となる。


　


　


　日中活動サービスにおける指定基準上の人員のみでは夜勤及び土日対応職員のローテーションは困難。概ね１週間に１回の夜勤ローテーションを行う場合には、職員の加配が必要となっている。


　このことから、職員ローテーションをもとに常勤職員で必要となる生活支援員を算定するとともに、上記人員基準に照らして各サービスに必要な数を配置します。併せて報酬の観点から適切な人員配置を検討することが重要です。本事例では、１月間の夜勤職員のローテーションのため、16名程度の生活支援員が必要となっています。








ところが、それでは職員は足りません。
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〔労働基準法上留意すべき事項〕


・１ヶ月の変形労働時間制を採用する場合の変形期間における法定労働時間の総枠は次のとおり計算される。よって、１ヶ月間の勤務割の作成に当たっては各人別に法定労働時間の総枠の範囲内とすること（法定労働時間の総枠を越える時間は時間外勤務労働となること）。


　（計算式）　40時間×（変形時間の暦日数）／７日


　　30日の月は171.4時間、31日の月は177.1時間


・労使協定により１日又は１週間の法定労働時間を越えて１日又は１週間の労働時間を定めた場合、労使協定で定めた時間を越えて労働させた場合は時間外労働となること。
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主たる事業所


○○ホーム


（ＣＨ）





××ホーム


（一体型）





□□ホーム


（ＧＨ）





▲▲ホーム


（一体型）





６名





６名





４名





７名





世話人、生活支援員の配置





世話人の配置





世話人の配置





世話人の配置





生活支援員（兼務）





１つの事業所として指定





連携





主たる事業所から30分以内で移動できる距離にあること





バックアップ施設


（入所施設等）





≪共同生活介護及び共同生活援助事業所の人員計算の例≫


　社会福祉法人□□会は、一体型共同生活介護事業所の新規設置を検討している。共同生活住居「○○荘」はケアホーム利用者（定員７名）、「●●の家」はケアホーム利用者３名・グループホーム利用者４名（定員７名）、「▲▲ホーム」はグループホーム利用者６名（定員６名）と考えている。


　ケアホーム利用者の障害程度区分は、区分４が２名、区分３が５名、区分２が３名


である。この場合に配置が必要な従業者数はどうなるか。
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【算定例】


　共同生活住居全体の利用定員は20名であることから、新規開設時の利用者の数は20名×90％＝18名となる。


　≪世話人の配置≫


　一体型共同生活介護事業所の場合は、共同生活介護及び共同生活援助利用者の利用者の数を６で除した数以上の配置が必要である。このことから、18名／６＝３名。世話人は事業所全体で３名以上の配置が必要である。


　≪生活支援員の配置≫


　２名（区分４の利用者）／６＋５名（区分３の利用者）／９＝0.8名（小数点第２位以下切捨て）⇒生活支援員は事業所全体で0.8名以上の配置が必要。





　このことから、次のとおりの配置が考えられる。


　「○○荘」（ケアホーム）　　　　　世話人１名（常勤換算）、生活支援員0.8名（常勤換算）


　「●●の家」（一体型）　　　　　　世話人１名（常勤換算）（生活支援員は○○荘の生活支援員が兼務）


　「▲▲ホーム」（グループホーム）　世話人１名（常勤換算）
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移行





入所施設・病院





連続30日以内かつ年50日以内





正式入居





体験入居
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＊指定障害者支援施設等（法第５条第８項、規則第５条）


①指定障害者支援施設


②児童福祉施設


③その他の入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を適切に行うことができる施設
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質問１（多機能型サービスについて）


　多機能型の対象事業で、「指定障害福祉サービス事業者の場合」と「指定障害者支援施設の場合」とは何を指すのか。また、「複数の事業を組み合わせる」とは２つ以上であれば何の事業でもいいのか。





質問２（旧法指定施設からの移行）


　旧法指定施設の一部だけが新体系に移行することは可能なのか。





質問３（旧法指定施設からの移行）


　旧法入所施設から障害者支援施設に移行する場合に、入所定員の増加は可能なのか。





質問４（管理者の兼務）


　生活介護を行う事業所の管理者が、サービス管理責任者等を兼務することはよいのか。
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質問５（兼務の体系）


　職員配置における、職員の兼務の取扱にはどのような形態があり、留意すべき事項は何か。





質問６（生活介護の看護職員の配置）


　指定生活介護の職員配置について、指定基準においては、「看護職員の数は、指定生活介護の単位ごとに、１以上とする」とあるが、これは、毎日、看護職員が１人は勤務しなければならないのか。





質問７（障害者支援施設の生活支援員の配置）


　昼間、生活介護（利用者30人、人員配置体制加算(Ⅱ)２：１の配置）を実施している指定障害者支援施設における施設入所支援の生活介護の配置について、夜間の時間帯が午後５時から翌日９時までに設定されている場合、１週間に必要となる員数はどのように算定すべきか。
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質問８（定員超過の場合の職員配置）


　新体系において、定員を超過して受け入れる場合、当該月ごとの利用実績に応じて職員を配置しなければならないのか。





質問９（職員が欠勤した場合）


　看護職員、理学療法士、作業療法士、生活支援員等の職員が、病欠や年休（有給休暇等）により出勤していない場合、その穴埋めをしなければならないのか。





質問10（サービス提供時間について）


　日中活動サービスのサービス提供時間数は事業者の任意で決定してもよいのか。





質問11（生活介護の平均障害程度区分）


　旧法指定施設から生活介護事業所に移行する場合において、現にサービスを利用している者のうち、障害程度区分判定がいまだ終了していない者がいる場合、当該施設における人員配置はどう考えるのか。





質問12（児童デイサービスのサービス管理責任者の勤務形態）


　児童デイサービスにおいて、現在、週２～３日で実施し、今後もこの事業体系を継続したいと考えている。サービス管理責任者は、法人の常勤職員であれば、児童デイサービス実施時間帯以外は他の事業に従事してもよいのか。
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質問13（児童デイサービスのサービス管理責任者の兼務）


　児童デイサービスのサービス管理責任者については、各事業所ごとに専任かつ常勤で配置すべきこととされているが、他の職種との兼務は可能か。





質問14（共同生活住居の設置①）


　共同生活住居は入所施設や病院と同一敷地内に設置できないが、具体的は判断基準は何か。





質問15（共同生活住居の設置②）


　次の場合は、それぞれ共同生活住居として妥当であるか。


　①　都市部ではなく、付近に一般住家が少ない郊外に設置する場合。


　②　通所施設と同一敷地内に設置する場合。





質問16（共同生活住居の設置③）


　介護保険法に基づく認知症高齢者グループホームと障害者自立支援法に基づく共同生活住居の併設は可能であるか。





質問17（共同生活住居の設置④）


　複数の共同生活住居を設置する場合の距離的範囲は、「概ね30分以内で移動可能」とされているが交通手段は問わないのか。
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質問18（共同生活介護、共同生活援助のサービス管理責任者）


　共同生活介護（援助）のサービス管理責任者は常勤である必要があるのか。また他施設のサービス管理責任者を兼務できるのか。





質問19（入院中の利用者の居室の短期利用）


　共同生活住居で短期入所を実施する場合、共同生活住居内の空き室等を利用しなければならないこととされているが、利用者が入院又は外泊期間中に当該利用者の居室を短期入所として活用していいのか。





質問20（旧法指定施設の経過措置利用者について）


　障害者支援施設（生活介護利用）では区分４以上（50歳以上の場合は区分３以上）でなければ施設入所支援を利用できないが、平成18年９月30日時点で入所していた者に限って区分３以下（50歳以下の場合は区分２以下）でも引続き入所できるのか。


　また通所利用の場合の措置はどうなるか。





質問21（身体障害者療護施設のＡＬＳ専用居室の取扱）


　定員の緩和措置に関し、ＡＬＳ専用居室の空き室を利用して対応したいが妥当か。加えて、国庫補助によりＡＬＳ居室を整備したが、障害者支援施設への移行の際のＡＬＳ居室の定員はどのように扱うのか。
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１　内容及び手続きの設備及び同意に関する事項





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第９条　指定居宅介護事業者は、支給決定障害者等が指定居宅介護の利用の申込みを行ったときは、当該利用申込者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該利用申込者に対し、運営規程の概要、従業者の勤務体制、その他利用申込者のサービス提供に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該指定居宅介護の提供の開始について当該利用申込者の同意を得なければならない。


２　指定居宅介護事業者は、社会福祉法第77条の規定に基づき書面の交付を行う場合は、利用者の障害の特性に応じた適切な配慮をしなければならない。
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〔重要事項説明書の記載例〕（参考例ですので、適宜本記載例を参考にして追加・修正のうえ使用願います）


○　秘密保持と個人情報の保護（使用同意など）


　　事業者又は事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由がなく、第三者に漏らしません。また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。


　　また、当該障がい福祉サービスを円滑に提供するため、他の障がい福祉サービス事業者等との情報の共有が必要な場合があります。事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議で用いる等、利用者の個人情報を他の障がい福祉サービス事業者等に提供しません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、利用者の家族の個人情報を他の障がい福祉サービス事業者等に提供しません。


○　事故発生時の対応


　　当事業所が利用者に対して行う指定障害福祉サービスの提供により、事故が発生した場合には、速やかに利用者の家族・市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、当事業所が利用者に対して行った指定障害福祉サービスの提供により、賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに支払います。


○　緊急時の対応方法


　　サービス提供期間中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。


○　苦情解決の体制及び手順


　　苦情があった場合には、苦情受付担当者が利用者の状況を詳細に把握するために状況の聞き取りや事情の確認を行い、利用者の立場を考慮しながら事実関係の把握を行います。事実関係及び対応方針については、苦情解決責任者とともに検討を行い、必要に応じて関係者への連絡調整を行うととともに、利用者へは必ず結果報告を行います。


○　虐待防止について


　　事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。


　(1)　虐待の防止に関する責任者の選定を行います。


　(2)　成年後見制度の利用支援を行います。


　(3)　苦情解決体制の整備を行います。


　(4)　従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研修計画など）を行い、研修を通じて、従業者の人権意識の向上、知識や技術の向上に努めます。


　(5)　個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。


　(6)　従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





２　契約支給量の報告等





（指定基準）


第10条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供するときは、当該指定居宅介護の内容、支給決定障害者等に提供することを契約した指定居宅介護の量（「契約支給量」）、その他必要な事項（「受給者証記載事項」）を支給決定障害者等の受給者証に記載しなければならない。


２　前項の契約支給量の総量は、当該支給決定障害者等の支給量を超えてはならない。


３　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の利用に係る契約をしたときは、受給者証記載事項その他の必要な事項を市町村に対し遅滞なく報告しなければならない。


４　前三項の規定は、受給者証記載事項に変更があった場合について準用する。





31





≪日中活動サービス等を利用する場合の利用日数の取扱いに係る事務処理等について（概要）≫


以下の場合には原則の日数を超えてサービス提供できる。


ア　日中活動サービス等の事業運営上の理由から「原則の日数」を超える支援が必要となる旨、県に届出ることにより、当該事業者等が特定する３ヶ月以上１年以内の期間において、利用日数の合計が「原則の日数」の総和の範囲内であること。


　　　届出は年１回とし、対象期間の前月末日までに届出ること。届出には、対象期間、特例の適用を受ける必要性を明記した届出書及びサービス提供年次計画書類を添付のこと。


　イ　心身の状態が不安定である、介護者が不在で特に支援の必要があるなど、利用者の状態等に鑑み、市町村が必要と判断した場合には、「原則の日数」を超えて利用できる。











※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





３　提供拒否の禁止





（指定基準）


第11条　指定居宅介護事業者は、正当な理由がなく、指定居宅介護の提供を拒んではならない。














※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





４　連絡調整に対する協力





（指定基準）


第12条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の利用について市町村又は相談支援事業を行う者が行う連絡調整に、できる限り協力しなければならない。











５　サービス提供困難時の対応





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第13条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介護を提供することが困難であると認めた場合は、適当な他の指定居宅介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。











※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





６　受給資格者の確認





（指定基準）


第14条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供を求められた場合は、その者の提示する受給者証によって、支給決定の有無、支給決定の有効期間、支給量等を確かめるものとする。
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※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第15条　


　指定居宅介護事業者は、居宅介護に係る支給決定を受けていない者から利用の申込みがあった場合には、


その者の利用の申込みがあった場合は、その者の意向を踏まえて速やかに介護給付費の支給の申請が行われ


るよう必要な援助を行わなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、居宅介護に係る支給決定に通常要すべき標準的な時間を考慮し、支給決定の有


効期間の終了に伴う介護給付費の支給申請について、必要な援助を行わなければならない。











７　介護給付費等の支給の申請





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





８　心身の状態の把握





（指定基準）


第16条　


　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれている環境、


他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。

















※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





９　指定障害福祉サービス事業者等との連携等





（指定基準）


第17条　


　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供するに当たっては、地域及び家庭との結びつきを重視した運


営を行い、市町村、他の指定障害福祉サービス事業者等その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供


する者との密接な連携に努めなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な援


助を行うとともに、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならな


い。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





10　サービス提供の記録





（指定基準）


第19条　


　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、当該居宅介護の提供日、内容その他必要な事項を、


指定居宅介護の提供の都度記録しなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、前項の規定による記録に際しては、支給決定障害者等から指定居宅介護を提供


したことについて確認を受けなければならない。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





11　支給決定障がい者に求めることができる金銭の範囲





（指定基準）


第20条　指定居宅介護事業者が、指定居宅介護を提供する支給決定障害者等に対して金銭の支払求めるこ


とができるのは、当該金銭の使途が直接利用者の便益を向上させるものであって、当該支給決定障害者等に
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支払を求めることが適当であるものに限るものとする。


２　前項の規定により金銭の支払いを求める際は、当該金銭の使途及び額並びに支給決定障害者等に金銭の


支払いを求める理由について書面によって明らかにするとともに、支給決定障害者等に対し説明を行い、そ


の同意を得なければならない。





※基準は、生活介護を引用しています





（指定基準）　≪日中活動サービスの事例≫


第82条　指定生活介護事業者は、指定生活介護を提供した際は、支給決定障害者から当該指定生活介護に係る利用者負担額の支払いを受けるものとする。


２　指定生活介護事業者は、法定代理受領を行わない指定生活介護を提供した際は、支給決定障害者から当該指定生活介護に係る指定障害福祉サービス等費用基準額の支払を受けるものとする。


３　指定生活介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、指定生活介護において提供される便宜に要する費用のうち、次の各号に掲げる費用の支払を支給決定障害者から受けることができる（※１）。


　　一　食事の提供に要する費用


　　二　創作的活動に係る材料費（生活介護のみ）


　　三　日用品費


　　四　前３号に掲げるもののほか、指定生活介護において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの（※２）。


４　前項第１号（食事の提供に要する費用）については、別に厚生労働大臣が定める（※３）ところによる。


５　指定生活介護事業者は、第１項から第３項までの費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を支給決定障害者に対し交付しなければならない。


６　指定生活介護事業者は、第３項の費用に係るサービス提供に当たっては、あらかじめ、支給決定障害者に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、その同意を得なければならない。


　（※１）　施設入所支援の場合は、「食事の提供に要する費用及び光熱水費」（補足給付が支給される者に対しては利用者の食費等の負担限度額を上限とする）、「利用者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴う費用」、「被服費」、「日用品費」等となる。


　　　　　共同生活介護または共同生活援助の場合は、「食材料費」、「家賃」、「光熱水費」、「日用品費」等となる。


　（※２）介護給付費等の対象となっているサービスと明確に区分されない曖昧な名目による費用の受領は不可。よって、お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金等の徴収は妥当でない。


・日常生活費の対象となる便宜及びその額は、事業者又は施設の運営規程に定め、かつ重要事項説明書への記載及び掲示を要すること（ただし、変動する日常生活費に関しては、「実費」と記載しても差し支えない）。


・日常生活に必要なものとは、歯ブラシや化粧品等の個人用の日用品を指すが、利用者の希望を確認したうえで提供すること。


・教養娯楽で必要な経費については、クラブ活動や行事における材料費、入浴等の経費であるが、全ての利用者に一律に提供される娯楽経費（テレビの受信経費）等は認められない。


（「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」（平18障発第1206002号）


　（※３）　食材料費及び調理等に係る費用に相当する額を基本とする。ただし、通所者のうち、利用者負担区分が生活保護、低所得１、低所得２及び市町村民税所得割が28万円未満である者は、食材料費に相当する額のみ徴収可能（調理等の経費は食事提供体制加算（通所：42単位）の対象）。
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〔運営規程の記載例〕（共同生活介護の参考例です。適宜本記載例を参考にして追加・修正のうえ使用願います）


第○条　指定共同生活介護等を提供した際には、利用者から当該指定共同生活介護等に係る利用者負担額の支払いを受けるものとする。なお、利用者負担額は、支給決定市町村が定めた額を上限とする。


２　法定代理受領を行わない指定共同生活介護等を提供した際は、利用者から障害者自立支援法第29条第３項の規定により算定された介護給付費又は訓練等給付費の額に90分の100を乗じて得た額の支払を受けるものとする。この場合、その提供した指定共同生活介護等の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付するものとする。


３　次に定める費用については、毎月○○日に翌月分を利用者から徴収し、徴収した月の翌月末又は利用契約書第○条に規定により利用契約を終了した日に精算し、残額が生じたときは、利用者のその残額を返還するものとする。


　(1)　家賃　　　　月額　○○○○○円


　(2)　光熱水費　　月額　　○○○○円


　(3)　食材料費　　月額　○○○○○円（１日当たり○○○○円）


　(4)　余暇活動費　月額　　○○○○円（余暇活動費は、創作的活動の経費、レクリエーション経費です）


４　前項のほか、利用者の希望に応じて、買物や余暇活動等のために、事業者の車両により送迎する場合には、送迎距離に応じて、当該月の実績に基づき、翌月○○日又は利用契約書第○条に規定により利用契約を終了した日に利用者から徴収するものとする。


　　１km当たり（１km未満の場合は切り捨て）　○○円


５　前２項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得るものとする。


６　第１項から第４項までの費用の支払いを受けたときは、当該費用に係る領収証を、当該費用を支払った利用者に対し交付するものとする。


７　第３項に規定する額を徴収したときは、当該費用に係る現金預かり証を、また、精算を行ったときは、現に要した費用に係る証拠書類に基づき利用者に対して負担を求めることとなった金額及びその内訳を記載した書類並びに領収証を、当該費用を支払った利用者に対して交付するものとする。


　※　利用者から徴収する費用の種類、金額、徴収時期、精算方法及び時期を明確に規定すること。





質問１（食材料費が一定額を超えた場合の利用者の食費負担）


　通所施設の食事費用は、１日650円（人件費420円、食材料費230円）で計算しているが、施設で実際にかかった食材料費が230円を超える場合、生活保護受給者、低所得者に230円を超える食材料費の負担を求めることはできるのか。


　また、一般の者の場合は、650円を超える食費の負担を求めることはできるのか。
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質問２（利用者が経管栄養を利用している場合の食費の額）


　利用者が経管栄養を利用している場合は、食費として一般の食事と異なる額を設定してよいか。





質問３（食事をキャンセルした場合の食材料費相当額の徴収）　


　利用者が食事をキャンセルした場合、利用者との契約により食材料費相当額を徴収することはできるのか。





質問４（人件費が食事提供体制加算を下回る場合）　


　通所施設において、食費にかかる人件費が加算額を下回る場合、低所得利用者から食材料費を通常どおり徴収して差し支えないか。





質問５（入所施設における光熱水費の範囲）　


　入所施設における光熱水費の範囲は、居室に係る部分のみか。





質問６（通所施設における調理に係る光熱水費の範囲）　


　通所施設の場合、調理に係る光熱水費は調理に係る費用に含めてよいのか。





質問７（入浴にかかる光熱水費の徴収）　


　生活介護で入浴サービスを提供する場合、入浴にかかる光熱水費は利用者に請求できるのか。





質問８（送迎費用について）　


　短期入所において送迎を実施する場合、利用者に送迎に要する費用等の負担を求めてよいか。
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質問９（通所施設のキャンセル料）　


　利用者の都合から急遽サービスを利用しない場合に、キャンセル料を徴収できるか。





質問10（おむつを提供した場合の利用者負担）　


　おむつ代について、指定生活介護事業所が利用者に対しておむつを提供した場合、利用者から費用を求めることは可能か。





12　利用者負担額の管理





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第22条　指定居宅介護事業者は、支給決定障害者等の依頼を受けて、当該支給決定障害者等が同一の月に当該指定居宅介護事業者が提供する指定居宅介護及び他の指定障害福祉サービス等を受けたときは、当該指定居宅介護及び他の指定障害福祉サービス等費用基準額から当該指定居宅介護及び他の指定障害福祉サービス等につき、介護給付費又は訓練等給付費の額を控除した額の合計額（利用者負担合計額）を算定しなければならない。


　　この場合において、当該指定居宅介護事業者は、利用者負担額合計額を市町村に報告するとともに、当該支給決定障害者等及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供した指定障害福祉サービス事業者等に通知しなければならない。





②　利用者は、上限額管理を行う事業所を決定し、上限額管理事業所は、「利用者負担上限額管理事務依頼届出書」に所要事項を記載します。その後、利用者が市町村に届出ます。





①上限額管理対象者に対して「利用者負担上限額管理事務依頼届出書」を発行する





発行





市町村





上限額管理対象者





依頼





上限額管理事業所





提出





届出





市町村
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上限額管理事業所


（通所施設）





関係事業所


（居宅介護事業所）





関係事業所


（短期入所）





利用者負担額一覧表の提出





利用者負担額上限額管理結果票の提供





利用者負担額上限額管理結果票の提供





③　上限額管理事業所は、関係事業者から提出される「利用者負担額一覧表」により「利用者負担上限額管理結果票」を作成し各事業者へ通知します。


　その後、上限額管理事業所及び関係事業所は、上限額管理後の利用者負担により報酬を請求します。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





13　介護給付費等の額に係る通知等





（指定基準）


第23条　指定居宅介護事業者は、法定代理受領により市町村から指定居宅介護に係る介護給付費の支給を受けた場合は、支給決定障害者等に対し、当該支給決定障害者等に係る介護給付費の額を通知しなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、法定代理受領を行わない指定居宅介護に係る費用の支払を受けた場合は、その提供した指定居宅介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を支給決定障害者等に対して交付しなければならない。











※基準は、療養介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





14　障害福祉サービスの取扱方針





（指定基準）


第57条　指定療養介護事業者は、次条第１項に規定する療養介護計画に基づき、利用者の心身の状況等に応じて、その者の支援を適切に行うとともに、指定療養介護の提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮しなければならない。


２　指定療養介護事業所の従業者は、指定療養介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対し、支援上必要な事項について、理解しやすいように説明を行わなければならない。


３　指定療養介護事業者は、その提供する指定療養介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。
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※基準は、療養介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）


短期入所は個別支援計画は必要ありません。





15　個別支援計画の作成等





（指定基準）


第58条　指定療養介護事業所の管理者は、サービス管理責任者に指定療養介護に係る個別支援計画（療養介護計画）の作成に関する業務を担当させるものとする。


２　サービス管理責任者は、個別支援計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者について、その有する能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や課題等の把握（アセスメント）を行い、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討をしなければならない。


３　アセスメントに当たっては、利用者に面接して行わなければならない。この場合において、サービス管理責任者は、面接の趣旨を利用者に対して十分に説明し、理解を得なければならない。


４　サービス管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質の向上させるための課題、指定療養介護の目標及びその達成時期、指定療養介護を提供する上での留意事項等を記載した個別支援計画の原案を作成しなければならない。この場合において、当該指定療養介護事業所が提供する指定療養介護以外の保健医療サービス又はその他の福祉サービスとの連携も含めて個別支援計画の原案に位置付けるよう努めなければならない。


５　サービス管理責任者は、個別支援計画の作成に係る会議を開催し、前項に規定する個別支援計画の原案の内容について意見を求めるものとする。


６　サービス管理責任者は、第４項に規定する個別支援計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。


７　サービス管理責任者は、個別支援計画を作成した際には、当該個別支援計画を利用者に交付しなければならない。


８　サービス管理責任者は、個別支援計画作成後、個別支援計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という）を行うとともに、少なくとも６ヶ月に１回以上（就労移行支援、自立訓練事業にあっては、３ヶ月間）、個別支援計画の見直しを行い、必要に応じて、個別支援計画の変更を行うものとする。


９　サービス管理責任者は、モニタリングに当たっては、利用者及びその家族等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情がない限り、次に定めるところにより行わなければならない。


　(1)　定期的に利用者に面接すること。


　(2)　定期的にモニタリングの結果を記録すること。


10　第２項から第７項までの規定は、第８項に規定する個別支援計画の変更について準用する。








①　査定(アセスメント)


　　利用者のニーズや生活の全体像を把握。利用者・家族の希望、意見を重視した聴き取りを実施。
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②　計画策定(プランニング)


　　アセスメントで確認された利用者の意向に基づき、総合的な支援の方向性、解決すべき課題、日常的な支援内容をまとめ、利用者の意向を踏まえた計画の策定。


　⇒サービス管理責任者が担当生活支援員とともに個別支援計画を策定。ケース会議で施設職員、利用者、家族等を交えて支援計画の方針を決定。


利用者・家族への説明と同意を得て、個別支援計画を手交。
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④　追跡（モニタリング）


　　個別支援計画における利用者の達成度・支援方針の中間評価のため、利用者・家族等を交えたモニタリングを実施。少なくとも６ヶ月に１回以上は必要。（自立訓練・就労移行支援事業は３ヶ月に１回）





③　介入（インターベーション）


　　個別支援計画に基づくサービス提供の実施。サービス管理責任者が主宰となって利用者への支援方針に基づくサービス提供について生活支援員を指導・監督。支援内容の達成状況を踏まえたサービス提供体制の見直し。
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※基準は、療養介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





16　相談及び援助





（指定基準）


第60条　指定療養介護事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。
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※基準は、生活介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）


（共同生活介護、共同生活援助は適用なし）








17　食　事





（指定基準）


第86条　指定生活介護事業者は、あらかじめ、利用者に対し食事の提供の有無を説明し、食事の提供を行う場合には、その内容及び費用に関して説明を行い、利用者の同意を得なければならない。


２　指定生活介護事業者は、食事の提供に当たっては、利用者の心身の状況及び嗜好を考慮し、適切な時間帯に食事の提供を行うとともに、利用者の年齢及び障害の特性に応じた、適切な栄養量及び内容の食事の提供を行うため、必要な栄養管理を行わなければならない。


３　調理はあらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。


４　指定生活介護事業者は、食事の提供を行う場合であって、指定生活介護事業所に栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び調理方法について保健所等の指導を受けるよう努めなければならない。





※基準は、生活介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）


（共同生活介護、共同生活援助は適用なし）








18　健康管理





（指定基準）


第87条　指定生活介護事業者は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための適切な措置を講じなければならない。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








19　緊急時の対応





（指定基準）


第28条　従業者は、現に指定居宅介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。





20　運営規程





※基準は、生活介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








（指定基準）


第89条　指定生活介護事業者は、指定生活介護事業所ごとに、次の各号に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならない。


　一　事業の目的及び運営の方針


　二　従業者の職種、員数及び職務の内容


　三　営業日及び営業時間


　四　利用定員　


　五　指定生活介護の内容並びに支給決定障害者から受領する費用の種類及びその額


　六　通常の事業実施地域　（障害者支援施設にあっては日中活動サービスの事業実施地域）


　七　サービスの利用に当たっての留意事項


　八　緊急時等における対応方法


　九　非常災害対策


　十　事業の主たる対象とする障がいの種類を定めた場合には当該障がいの種類


　十一　虐待の防止のための措置に関する事項


　十二　その他運営に関する重要事項











42





※基準は、療養介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








21　勤務体制の確保等





（指定基準）


第68条　指定療養介護事業者は、利用者に対し、適切な指定療養介護を提供できるよう、指定療養介護事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。


２　指定療養介護事業者は、指定療養介護事業所ごとに、当該指定療養介護事業所の従業者によって指定療養介護を提供しなければならない。ただし、利用者の支援に直接影響を及ぼさない業務については、その限りではない。


３　指定療養介護事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。





※基準は、療養介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








22　非常災害対策





（指定基準）


第70条　指定療養介護事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しなければならない。


２　指定療養介護事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。
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（留意事項通知）


・「防火設備その他の非常災害に際して必要な設備」とは、消防法その他法令に規定された設備を指す。


・「非常災害の関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をいう。この場合、消防計画の策定及び消防業務の実施は、防火管理責任者に行わせること。





【消防法施行令】


　次の施設区分に応じて、消防用設備の設置、防火管理責任者等の要件が異なる。


【消防法施行令別表第一(6)ロ】


・障害者支援施設、共同生活介護を行う施設（以上は障害程度区分４以上の者が８割を超える施設。短期入所を含む）、身体障害者療護施設、身体障害者入所授産施設（重度の障害を抱えている施設）、知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設、知的障害者通勤寮


【消防法施行令別表第一(6)ハ】


・障害者支援施設、共同生活介護を行う施設（消防法施行令別表第一(6）ロを除く。短期入所を含む）、身体障害者通所授産施設、知的障害者通所更生施設、知的障害者通所授産施設、精神障害者社会復帰施設、指定障害福祉サービス事業（生活介護、児童デイ、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助）を行う施設


★　消防用設備の設置


【消防法施行令別表第一(6)ロ】


・消火器（全施設）


・屋内消火栓設備（基準：700㎡の延べ面積を有する場合）


・スプリンクラー設備（基準：275㎡の延べ面積を有する場合）


・自動火災報知設備（全施設）


・消防機関へ通報する火災報知設備（全施設）


・非常警報器具（基準：収容人員20人以上50人未満）


・非常ベル、自動式サイレン又は放送設備（基準：収容人員50人以上）


・避難器具（基準：２階以上の階で収容人員20人以上）（避難器具：滑り台、避難はしご、救助袋、緩降機、避難橋、避難用タラップのうち少なくとも１つを有すること　※階により異なるので注意）


・避難口誘導灯、通路誘導灯、誘導標識（全施設）


※　消火器は平成22年４月１日、スプリンクラー設備・自動火災報知設備・消防機関への火災報知設備は平成24年３月31日までは経過措置あり。


【消防法施行令別表第一(6)ハ】


・消火器（基準：150㎡以上の延べ面積を有する場合）


・屋内消火栓設備（基準：700㎡の延べ面積を有する場合）


・スプリンクラー設備（基準：6,000㎡の延べ面積を有する場合。ただし平屋建の場合を除く）


・自動火災報知設備（基準：300㎡の延べ面積を有する場合）


・消防機関へ通報する火災報知設備（基準：500㎡の延べ面積を有する場合）


・非常警報器具（基準：収容人員20人以上50人未満）


・非常ベル、自動式サイレン又は放送設備（基準：収容人員50人以上）


・避難器具（基準：２階以上の階で収容人員20人以上）（避難器具：滑り台、避難はしご、救助袋、緩降機、避難橋、避難用タラップのうち少なくとも１つを有すること　※階により異なるので注意）


・避難口誘導灯、通路誘導灯、誘導標識（全施設）


防火管理者の選定


【消防法施行令別表第一(6)ロ】　職員・入所者10名以上


【消防法施行令別表第一(6)ハ】　職員・入所者30名以上


○防火管理者の資格及び責務


　・資格：防火管理者責任講習受講者


　・責務：①消防計画の作成と届出、②消火、通報及び避難訓練の実施、③消防用設備の点検及び整備、④火気使用の監督、⑤避難又は防火上の必要な構造及び設備の維持管理、⑥収容人員の管理、⑦その他防火管理上必要な業務
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※基準は、生活介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








23　衛生管理等





（指定基準）


第90条　指定生活介護事業者は、利用者の使用する設備及び飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、健康管理等に必要となる機械器具等の管理を適正に行わなければならない。


２　指定生活介護事業者は、指定生活介護事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。








※　基準は、生活介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）


　（児童デイサービスは対象外）








24　協力医療機関





（指定基準）


第91条　指定生活介護事業者は、利用者の病状の変化等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。








※基準は、生活介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








25　掲示





（指定基準）


第92条　指定生活介護事業者は、指定生活介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関その他利用申込者のサービス選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。
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※基準は、療養介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）


（児童デイサービスは対象外）








26　身体拘束等の禁止





（指定基準）


第73条　指定療養介護事業者は、指定療養介護の提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならない。


２　指定療養介護事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しなければならない。








※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








27　秘密保持等





（指定基準）


第36条　指定居宅介護事業所の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。


２　指定居宅介護事業者は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。


３　指定居宅介護事業者は、他の指定居宅介護事業者等に対して、利用者又はその家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により当該利用者又はその家族の同意を得ておかなければならない。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








28　苦情解決





（指定基準：抄）


第39条　指定居宅介護事業者は、その提供した指定居宅介護に関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。
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※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








29　事故発生時の対応





（指定基準）


第40条　指定居宅介護事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供により事故が発生した場合は、県、市町村、当該利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録しなければならない。


３　指定居宅介護事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








30　会計の区分





（指定基準）


第41条　指定居宅介護事業者は指定居宅介護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定居宅介護の事業の会計をその他の事業の会計と区分しなければならない。
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※基準は、療養介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








31　地域との連携





（指定基準）


第74条　指定療養介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。





※基準は、療養介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








32　記録の整備





（指定基準）


第75条　指定療養介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。


２　指定療養介護事業者は、利用者に対する指定療養介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、当該指定療養介護を提供した日から５年間保存しなければならない。


　一　個別支援計画


　二　サービス提供の記録


　三　利用者が偽りその他不正な手段で自立支援給付費を受けた場合に市町村に通知した記録


　四　身体拘束の記録


　五　苦情内容の記録


　六　事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

















33　利用者預り金





（「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」（平18障発第1206002号）


・預かり金（年金を含む）の管理規定を設け、責任者及び補助者を選任し、印鑑と通帳を別々に保管すること。


・複数の者による体制で出納事務を行うこと（担当職員のみで支出することのないように）


・利用者との保管依頼書（契約書）、個人別出納台帳等を整備し、通帳は個人別に作成すること。


・預かり金の管理に係る費用については、積算根拠を明確にし、実費相当とすること。


（「障害者施設入所者及びグループホーム入居者における年金等の取り扱いについて」（平10岩手県保健福祉部長通知）


・管理者は、年金、預かり金の毎月の収支状況について、個人ごとに点検を行うとともに、法人内部監査の対象とし、監事の監査を受けること。


・管理者は、概ね四半期ごとに利用者及び保護者に対して報告するとともに、通帳や出納帳等の確認の申し出があった場合には、いつでも速やかにこれに応ずること。
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（指定基準）


第83条　介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行わなければならない。


２　指定生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立について必要な援助を行わなければならない。


３　指定生活介護事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えなければならない。


４　指定生活介護事業者は、前３項に定めるほか、利用者に対し、離床、着替え及び整容その他日常生活上必要な支援を適切に行わなければならない。


５　指定生活介護事業者は、常時１人以上の従業者を介護に従事させなければならない。














※基準は、機能訓練を引用しています（生活訓練も同様です）








（指定基準）


第160条　指定自立訓練（機能訓練）事業者は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって訓練を行わなければならない。


２　指定自立訓練（機能訓練）事業者は、利用者に対し、その有する能力を活用することにより、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の心身の特性に応じた必要な訓練を行わなければならない。


３　指定自立訓練（機能訓練）事業者は、常時１人以上の従業者を訓練に従事させなければならない。


４　指定自立訓練（機能訓練）事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、当該指定自立訓練（機能訓練）事業所の従業者以外の者による訓練を受けさせてはならない。











（指定基準）


第161条　指定自立訓練（機能訓練）事業者は、利用者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、就労移行支援事業者その他の障害福祉サービス事業を行う者等と連携し、必要な調整を行わなければならない。


２　指定自立訓練（機能訓練）事業者は、利用者が地域において安心した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者が住宅等における生活に移行した後も、一定期間、定期的な連絡、相談等を行わなければならない。





（指定基準）


第84条　生産活動の機会の提供に当たっては、地域の実情並びに製品及びサービスの受給状況等を考慮して行うよう努めなければならない。


２　生産活動の機会の提供に当たっては、生産活動に従事する者の作業時間、作業量等がその者に過重な負担とならないように配慮しなければならない。


３　生産活動の能率の向上が図られるよう、利用者の障害の特性等を踏まえた工夫を行わなければならない。


４　防塵設備又は消化設備の設置等生産活動を安全に行うために必要かつ適切な措置を講じなければならない。
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（指定基準）


第85条　利用者に、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として支払わなければならない。








就労継続支援Ｂ型◎◎ワークセンター　工賃規程（例）


　（目的）


　第１条　本規程は、就労継続支援Ｂ型◎◎ワークセンターの利用者に支払う工賃の支給基準及び算定方法等に


ついて定めるものである。





　（工賃の意義）


　第２条　利用者が本事業において就業した場合に、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として支給することにより、労働意欲を高め、生活に潤いを与え、地域生活への移行支援を図るものである。





　（工賃の種類）


　第３条　工賃の種類は、基本給、評価給、諸手当とする。


　２　基本給は定額とし、評価給は利用者工賃評価基準表によるものとする。


　３　諸手当は、賞与・期末一時金等とし、年２回（○月・○月）に支給するものとする。





　（基本給）


　第４条　月額の基本給　○○○○円とし、利用者が当該月の事業所開所日の○分の○以上勤務した場合に支給する。





　（評価給）


　第５条　評価給は、利用者工賃評価基準表により評価を行い、１点単価（配分額を利用者の総評価点で除したもの）に評価点を乗じて得た額とする。なお、１円未満の端数は切り捨てる。


　２　評価給は、原則として、四半期毎（○月、○月、○月、○月）に評価会議を開催し、前３ヶ月の評価を翌３ヶ月の評価給とする。


　３　新規利用者の評価は、利用後１ヶ月に行う。





　（評価会議）


　第６条　利用者の評価給における作業能力について審議するため、管理者、○○長、○○主任による評価会議を設置する。


　２　評価会議は、管理者が招集する。





　　（諸手当）


　第７条　諸手当は、基準日に在籍する利用者に対して下記の在籍区分に応じて支給する。なお、在籍日数が１ヶ月の２分の１未満の者には支給しない。


　　一　基準日　○月１日及び○月１日


　　二　在籍期間及び割合


　　　ア　６ヶ月　　　　　　　　　　100／100


　　　イ　４ヶ月以上６ヶ月未満　　　○／100


　　　ウ　２ヶ月以上４ヶ月未満　　　○／100


　　　エ　２ヶ月未満　　　　　　　　○／100





　（工賃の支給日）


　第８条　毎月の基本給及び評価給の支給日は、○○日とする。


　２　諸手当の支給日は、○月○日及び○月○日とする。


　３　前２項について、その日が休日の場合は前日を支給日とする。
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　（諸帳簿）


　第９条　工賃の支給状況を常に明確にするため、次の帳簿を備えるものとする。


　　一　工賃支給原簿


　　二　作業出勤簿


　　三　作業評価表


　　四　工賃支給台帳





　≪工賃の配分≫


　　・収入から消費税、原材料費、必要経費を控除した額を純収入とし、純収入のうち、９割を基本給及び評価給とする。評価給の１点当たり単価は、（純収入－基本給の総額）／全利用者の評価点の合計で得た額とし、１円未満は切り捨てる。


　　・各月の純収入の１割を保留し、諸手当の財源とする。





　≪利用者工賃評価基準表≫


　　作業中の態度及び作業能力を評価のうえ、各点数を合算する（100点満点）。


　　(1)　作業中の態度


　　　　Ａ　支援員の指示を理解し、仲間と協調して積極的に取り組む姿勢がある。50点


　　　　Ｂ　支援員の指導によって仕事はやり遂げるが、集中できない場合がある。25点


　　　　Ｃ　仕事への意欲に欠け、途中で止めることがある。　　　　　　　　　　10点


　　(2)　作業能力


　　　　Ａ　どの作業も正確にこなせる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50点


　　　　Ｂ　仕事によっては出来不出来があり、ミスをすることがある。　　　　　25点


　　　　Ｃ　仕事の内容や支援員の指示を十分理解できず単純な作業しかできない。10点











※基準は、就労移行支援を引用しています（就労継続支援も概ね同様です）








（指定基準）


第180条　指定就労移行支援事業者は、利用者が個別支援計画に基づいて実習できるよう、実習の受け入れ先を確保しなければならない（就労継続支援の場合にあっては、努力規定）。


２　指定就労移行支援事業者は、前項の実習の受入先の確保に当たっては、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター及び特別支援学校等の関係機関と連携して、利用者の意向及び適性を踏まえて行うよう努めなければならない。


第181条　指定就労移行支援事業者は、公共職業安定所での求職その他利用者が行う求職活動を支援しなければならない（就労継続支援の場合にあっては、努力規定）。


２　指定就労移行支援事業者は、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター及び特別支援学校等の関係機関と連携して、利用者の意向及び適性に応じた求人の開拓に努めなければならない。


第182条　指定就労移行支援事業者は、利用者の職場への定着を促進するため、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携して、利用者が就職した日から６月以上、職業生活における相談等の支援を継続しなければならない（就労継続支援の場合にあっては、努力規定）。
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再チャレンジ





○就職・職場定着支援�○就業に伴う生活支援�○事業主支援�○関係機関との連絡調整�　　　　　　　　　　　　　　　等





就労移行支援事業





【障害者就業・生活支援センター等】





○基礎体力向上


○集中力、持続力等の習得


○適性や課題の把握　　�                      等





○職業習慣の確立


○マナー、挨拶、身なり等の習得等





養護学校卒業生





離職者





在宅者





○就労移行支援体制加算�　　（就労移行支援事業所）





就職後の�継続支援





○求職活動


○職場開拓


○トライアル雇用　等





○施設外授産


○職場見学・実習





離職の


場合





就職後�6か月





就職





通所前期


（基礎訓練期）





通所中期


（実践的訓練期）





通所後期


（マッチング期）





訪問期�（フォロー期）





職場定着期





【不適応時】





連携





○専門的支援�　 （職業評価）





○職業紹介


○求職活動支援�○求人開拓





○専門的支援（ジョブコーチ支援等）





【地域障害者職業センター】





【ハローワーク】





【地域障害者職業センター】





○障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金�○特定求職者雇用開発助成金





○試行雇用（トライアル雇用）事業


○障害者委託訓練


○職場適応訓練（短期）　　　　　等





【企　業】





（指定基準）


第190条　指定就労継続支援Ａ型事業者は、指定就労継続支援Ａ型の提供に当たっては、利用者と雇用契約を締結しなければならない。


２　前項の規定に関わらず、指定就労継続支援Ａ型事業者は、就労継続支援Ｂ型の対象となる者に対して雇用契約を締結せずに、指定就労継続支援Ａ型を提供することができる（多機能型事業所で、就労継続支援Ｂ型を行う事業所を除く）。
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（指定基準）


第196条　指定就労継続支援Ａ型事業者は、利用者及び従業者以外の者を指定就労継続支援Ａ型の事業に従事する作業員として雇用する場合は、次に掲げる利用定員の区分に応じ、当該各号に定める数を超えて雇用してはならない。


　　一　利用定員が10人以上20人以下　利用定員に100分の50を乗じて得た数


　　二　利用定員が21人以上30人以下　10又は利用定員に100分の40を乗じて得た数のいずれか多い数


　　三　利用定員31人以上　12又は利用定員に100分の30を乗じて得た数のいずれか多い数





就労支援員等





利用者





企　業





　職場実習や求職活動等の場合における施設外での利用者への助言・支援活動を指します（左イメージのとおり）。


　施設外支援は、次の要件を満たすことが必要となっており、年間180日を限度に報酬の対象となるものです。











事業所





利用者の状況確認


必要な助言





職場実習での作業





１　施設外支援が、当該施設の運営規程に位置付けられていること（記載例：利用者の就職活動や職場実習　


を支援するために職員を派遣して施設外での支援を行います）。


２　施設外支援で行う内容が個別支援計画に定められており、その支援により、就労能力や工賃の向上及び　


一般就労への移行が認められること。


３　施設外支援中の対象者の状況について、対象者や活動先の事業所等から活動の状況を聴取することによ　


り、日報を作成すること。


４　緊急時の対応ができること。


　（利用者が職場適応訓練を受講する場合であって、上記要件を満たし、かつ当該訓練が就労支援に資する場合には、180日を超えて施設外支援を行うことができます。また、利用者が在宅で就労する場合にも、週１回程度訪問し、直接支援を行う場合には、180日を超えて施設外支援ができます）





　利用者と職員（職業指導員・生活支援員）がユニットを組み、企業や官公庁から請け負った作業をその企業内等で行う施設外就労の要件は、次のとおりです。


【構成・人員の配置】


　○　１ユニット当たりの最低定員は３名以上とし、施設外就労の総数については、利用定員の７割までとする。


　（注意）ユニットは、各障害福祉サービス別に設ける（就労移行支援と就労継続支援Ａ型・Ｂ型の利用者を合わせたユニットにはしない）。ユニット別に１名以上の職員配置が必要となる。


　○　１ユニット当たりの利用人員につき各事業の常勤換算方法に基づく職員を配置する（就労移行支援６：１、就労継続支援Ａ型・Ｂ型は7.5：１又は10：１）。


　○　施設外就労により就労している者と同数の者を主たる事業所の利用者として、新たに受け入れることが可能です（30人の利用定員の場合は、施設外就労は21名が可能。よって最大51名までサービス提供が可能）。ただし、指定基準上の人員配置は求められるので注意。
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【企業Ａ】





【就労継続支援Ｂ型】





利用者





利用者20人：職員３人





施設外での作業


（10名）





利用者５人


職員１人





生活支援員





【企業Ｂ】





施設内支援10名


職員１名





利用者





生活支援員





施設外就労した利用者数分を新たに施設内支援として受け入れることが可能(この事例では10名まで受け入れ可)。この場合には施設内支援で必要となる指定基準上の人員の加配が必要（10：1の場合は職員１名の追加となる）





利用者５人


職員１人





【運営上の留意点】


○　施設外就労先の企業とは、請負作業に関する契約を締結すること。なお、契約締結の際には以下のことに留意すること。


　　ア　請負契約の中で、作業の完成についての財政上及び法律上のすべての責任は事業所を運営する法人が負うものであることが明確にされていること。


　　イ　施設外就労先から事業所を運営する法人に支払われる報酬は、完成された作業の内容に応じて算定されるものであること。（※利用者に対して直接企業から報酬が支給されるものではない）


　　ウ　施設外就労の企業から作業に要する機械、設備等を借り入れる場合には、賃貸借契約又は使用貸借契約が締結されていること。また、施設外就労先の企業から作業に要する材料等の供給を受ける場合には、代金の支払い等の必要な事項について明確な定めを置くこと。


○　請け負った作業についての利用者に対する必要な指導等は、施設外就労先の企業ではなく、事業所が


行うこと。


ア　事業所は請け負った作業を施設外就労先の企業から独立して行い、利用者に対する指導等について事業所が自ら行うこと。


　　イ　事業所が請け負った作業について、利用者と施設外就労先の企業の従業員が共同で処理していないこと。


○　利用者と事業所との関係は、事業所の施設内で行われる作業の場合と同様であること。


○　施設の運営規程に施設外就労について明記し、当該就労について規則を設けるとともに、対象者は事前に個別支援計画に規定すること。また、訓練目標に対する達成度の評価等を行った結果、必要と認められる場合には、施設外就労の目標その他個別支援計画の内容の見直しを行うこと。


○　事業所は、施設外就労に関する実績を、毎月の報酬請求に合わせて提出すること。


○　施設外就労に随行する支援員の業務


　　　施設外就労に随行する支援員は、就労先企業等の協力を得て、以下の業務を行う。


　　ア　事業の対象となる障害者の作業程度、意向、能力等の状況把握


　　イ　委託企業の選定及び委託企業における作業の実施に向けての調整


　　ウ　作業指導等、対象者が施設外支援を行うために必要な支援


　　エ　施設外支援についてのノウハウの蓄積及び提供


　　オ　委託先企業や対象者の家族との連携


　　カ　その他上記以外に必要な業務


○　月の利用日数のうち、最低２日は、事業所内において訓練目標に対する達成度の評価を行う（つまり、月の利用日数から２日を控除した日が施設外就労の対象となる日数の上限となるということです）。
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※基準は、共同生活介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








（指定基準）


第148条　指定共同生活介護事業者は、利用者について、余暇活動の支援等に努めなければならない（施設入所支援にあっては、レクリエーション行事の開催）。


２　指定共同生活介護事業者は、利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が行うことが困難である場合は、その者の同意を得て代わって行わなければならない。


３　指定共同生活介護事業者は、常に利用者の家族との連携を図るとともに、利用者とその家族との交流の機会を確保するよう努めなければならない。





（指定基準）≪障害者支援施設≫


第38条　指定障害者支援施設等は、施設入所支援を利用する利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合であって、入院後おおむね３月以内に退院することが見込まれるときは、その者の希望等を勘案し、必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び当該指定障害者支援施設等の施設入所支援を円滑に利用することができるようにしなければならない。





※基準は、共同生活介護を引用しています（共同生活援助も概ね同様です）








（指定基準）


第147条　介護は、利用者の身体及び精神の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行わなければならない（共同生活介護のみ）。


２　調理、洗濯その他の家事等は、原則として利用者と従業者が共同で行うよう努めなければならない。


３　指定生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により当該指定生活介護事業所の従業者以外の者による介護又は家事等を受けさせてはならない。





（指定基準）


第151条　指定生活介護事業者は、利用者の身体及び精神の状況に応じた必要な支援を行なうことができるよう、他の障害福祉サービス事業を行う者その他の関係機関との連携その他適切な支援体制を確保しなければならない。
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